
会計検査院法第30条の3の規定に基づく報告書

「放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札、契約金額

等の状況に関する会計検査の結果について」

令 和 ５ 年 ２ 月

会 計 検 査 院



参議院決算委員会において、令和3年6月7日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関す

る調査のため、会計検査院に対し、放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札、契約

金額等の状況について会計検査を行い、その結果を報告するよう要請することが決定され、

同日参議院議長を経て、会計検査院長に対し会計検査及びその結果の報告を求める要請が

なされた。これに対して、会計検査院は、同月8日、検査官会議において本要請を受諾する

ことを決定した。

本報告書は、上記の要請により実施した会計検査の結果について、会計検査院長から参

議院議長に対して報告するものである。

令 和 ５ 年 ２ 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景及び実施状況

1 検査の要請の内容

会計検査院は、令和3年6月7日、参議院から、国会法第105条の規定に基づき下記事項

について会計検査を行いその結果を報告することを求める要請を受けた。これに対し同

月8日検査官会議において、会計検査院法第30条の3の規定により検査を実施してその検

査の結果を報告することを決定した。

一、会計検査及びその結果の報告を求める事項

(一)検査の対象

環境省等

(二)検査の内容

平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所

の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措

置法に基づく除染事業、汚染廃棄物処理事業、中間貯蔵施設事業等に関する次

の各事項

① 各事業の入札、契約などの状況、特に、一者応札となったものに係る契約金

額の状況

② 各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況

2 放射性物質汚染対処特措法3事業等の概要等

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴い、東京電力株式会社（28年4

月1日以降は東京電力ホールディングス株式会社）の福島第一原子力発電所において発生

した事故（以下「福島第一原発事故」という。）により、大量の放射性物質が放出され

る事態に至った（以下、福島第一原発事故により放出された放射性物質を「事故由来放

射性物質」という。）。

上記の事態に伴う事故由来放射性物質による環境の汚染が人の健康又は生活環境に及

ぼす影響を速やかに低減するために、23年8月30日に、「平成二十三年三月十一日に発生

した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質によ

る環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年法律第110号。以下「放射性物質

汚染対処特措法」という。）が公布され、一部の規定については同日に施行され、24年
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1月1日に全面施行された。

また、同年3月31日に、原子力災害からの福島の復興及び再生の推進を図ることなどを

目的とする福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）が施行された。

(1) 放射性物質汚染対処特措法3事業等の概要

国、地方公共団体等は、放射性物質汚染対処特措法に基づき、土壌等の除染等の

措置等に係る事業（以下「除染事業」という。）、事故由来放射性物質に汚染され
(注1)

た廃棄物の処理等に係る事業（以下「汚染廃棄物処理事業」という。）、中間貯蔵施

設の設置、運営等に係る事業（以下「中間貯蔵施設事業」といい、除染事業、汚染廃

棄物処理事業と合わせて「放射性物質汚染対処特措法3事業」という。）を民間事業者

等との間で契約を締結するなどして実施している。また、国は、福島復興再生特別措

置法等に基づき、特定復興再生拠点区域において、土壌等の除染等の措置、廃棄物の
(注2)

処理等に係る事業（以下、特定復興再生拠点区域における土壌等の除染等の措置、廃

棄物の処理等に係る事業を「特定復興再生拠点区域事業」といい、放射性物質汚染対

処特措法3事業と合わせて「放射性物質汚染対処特措法3事業等」という。）を民間事

業者等との間で契約を締結するなどして実施している。

そして、放射性物質汚染対処特措法3事業等であって事業主体が国となっているもの

は、除染事業の一部を除き環境省が実施している。

放射性物質汚染対処特措法3事業等の事業区分ごとの事業の概要を示すと、図表0-1

のとおりである。

（注1） 土壌等の除染等の措置 事故由来放射性物質により汚染された土壌、
草木、工作物等について講ずる当該汚染に係る土壌、落葉及び落枝、
水路等に堆積した汚泥等の除去、当該汚染の拡散の防止その他の措
置

（注2） 特定復興再生拠点区域 原子力災害対策特別措置法（平成11年法律第
156号）により内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長が福島県の市
町村長又は福島県知事に対して行った住民に対して避難のための立
ち退きを求める指示の対象となっている区域であって、避難指示の
解除により住民の帰還を目指すもの
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図表0-1 放射性物質汚染対処特措法3事業等の概要

注(1) 除染工事 事故由来放射性物質に汚染された土壌を除去するなどの工事

注(2) 除去土壌等 環境大臣が指定した地域等に係る土壌等の除染等の措置に伴い生じた土壌及び廃棄物

注(3) 減容化 廃棄物を焼却、乾燥するなどしてその容積を減少すること

注(4) ㏃（ベクレル） 1秒間に崩壊する原子核の数。放射性物質の量を表す場合に用いられる単位

(2) 国の入札及び契約に係る制度の概要

国は、会計法（昭和22年法律第35号）、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。

以下「予決令」という。）等の規定に基づき、入札及び契約の事務を実施しており、

環境省が実施する放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る入札及び契約についても同

様である。

会計法によれば、国は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合には、原則

として公告して申込みをさせることにより競争に付さなければならないとされている

（以下、このような競争に付すことを「一般競争入札」という。）。

そして、一般競争入札における落札者の決定方法には、最低価格の入札者を落札者

とする方式（以下「最低価格方式」という。）、契約がその性質又は目的から最低価

事業の概要 事業主体 主な事業内容

国

除染工事
注(1)

、

除去土壌等
注(2)

の仮置場へ
の運搬、一時保管、
仮置場復旧工事等

地方公共団体

【国庫補助事業】
除染工事、
除去土壌等の仮置場への運
搬、一時保管等

国

被災建物の解体撤去、
仮置場等への廃棄物の収集
及び運搬、
仮置場等における廃棄物の
破砕選別及び保管、
仮設焼却施設等における減

容化注(3)等

地方公共団体等
【国からの委託事業】
廃棄物の一時保管

国
施設整備、
除去土壌等の仮置場等から
中間貯蔵施設への運搬等

中間貯蔵・環
境安全事業株
式会社

【国からの委託事業】
工事監理・監督支援の補
助、中間貯蔵施設の運営等

特定復興再生拠点区
域事業

特定復興再生拠点区域にお
ける土壌等の除染等の措
置、廃棄物の処理等

国
特定復興再生拠点区域にお
ける除染工事、
被災建物の解体撤去等

事業区分

○
○
放
射
性
物
質
汚
染
対
処
特
措
法
3
事
業
等

　
放
射
性
物
質
汚
染
対
処
特
措
法
3
事
業

除染事業 土壌等の除染等の措置等

汚染廃棄物処理事業
事故由来放射性物質に汚染
された廃棄物の処理等

中間貯蔵施設事業

福島県内の除去土壌等及び

放射能濃度が10万Bq注(4)/kg
超の事故由来放射性物質に
汚染された廃棄物を一定期
間安全かつ集中的に管理保
管するための中間貯蔵施設
の設置、運営等
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格方式により落札者を決定し難いものである場合に、価格だけでなく性能、機能その

他の要素を総合的に評価して落札者を決定する方式（以下「総合評価落札方式」とい

う。）等がある。

予決令によれば、国の契約担当官等は、一般競争入札に付そうとする場合において、

契約の性質又は目的により、当該競争を適正かつ合理的に行うために特に必要がある

と認めるときは、各省各庁の長の定めるところにより、当該競争に参加する者に必要

な資格（以下「競争参加資格」という。）を定め、競争参加資格を有する者により当

該競争を行わせることができるとされており、発注内容に応じて、施工実績等の技術

的な要件を定めるなどしている。そして、環境省においては、環境省所管会計事務取

扱規則（平成19年環境省訓令第4号）に基づき、競争参加資格を定めるときは、当該競

争に参加する者の事業所の所在地、当該競争に係る業務に関する実績、技術資格等の

技術的適性、機械設備、中立性等を基準として行うこととしている。

予決令等によれば、国は、一般競争入札により契約を締結しようとするときは、入

札公告を原則として入札期日の前日から起算して少なくとも10日前にしなければなら

ないなどとされている（以下、入札公告の開始日から入札期日の前日までの期間を

「入札公告期間」という。）。

他方、会計法によれば、契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要に

より競争に付することができない場合は随意契約によることとされ、契約に係る予定

価格が少額である場合には随意契約によることができるとされている（以下、予定価

格が少額であることを理由とした随意契約を「少額随意契約」という。）。また、予

決令によれば、競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者が

ないときにおいても随意契約によることができるとされている（以下、このような随

意契約を「不落随意契約」という。）。すなわち、一般競争入札において、入札者が

いなかったり、入札者はいたものの予定価格の制限の範囲内の入札者がおらず、再度

の入札をしても落札者を決定できなかったりした場合に、最初に一般競争入札に付す

るときに定めた予定価格その他の条件（契約保証金及び履行期限を除く。）を変更し

ないことを条件として随意契約を締結することができるとされている。そして、環境

省においては、契約委員会設置要綱（平成18年会計課長決裁）に基づき環境本省に、

また、契約委員会設置要綱（平成24年福島地方環境事務所長決裁）に基づき環境省福

島地方環境事務所（29年7月13日以前は福島環境再生事務所。以下「福島事務所」とい
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う。）にそれぞれ契約委員会を設置して、随意契約を行う場合にはその適否の審査を

行うこととしている。

(3) 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算

環境省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等で実施する工事に係る費用（以下「工

事費」という。）については、24年5月に制定した「除染特別地域における除染等工事

暫定積算基準」（以下「積算基準」という。）に基づき算定し、これを基に予定価格

を積算している。

積算基準によれば、工事費は、図表0-2のとおり、直接工事費と間接工事費を合算し

た工事原価に一般管理費等を加算して工事価格を算定し、これに消費税等相当額を加

算して算定することとされている。

図表0-2 工事費の体系図

(注) 本図表は、積算基準を基に会計検査院が作成したものである。

積算基準には、直接工事費の算定方法、間接工事費の率計算の方法等が定められて

いる。そのうち、直接工事費の算定方法では、住宅地、道路、森林等の除染、仮置場

等の造成、仮置場等の工作物及び保管物の撤去並びに原状回復、排水処理、除去土壌

等の運搬等の歩掛かりやその適用範囲、施工手順、材料費等の決定方法等が定められ

ている。

そして、同省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等の進捗に伴って、それまでに積

算基準に定められていなかった新工種の歩掛かりの検討や既存の規定の妥当性につい

て検証等が必要になるとして、適宜、歩掛調査、諸経費動向調査等の工事費算定のた

めの調査を行っており、その結果により積算基準を改定している（積算基準の改定状

況等については別図表0-1参照）。

一方、同省は、積算基準に定めがない工種の工事費について、一般の公共事業で実

施する工事の内容と比べて特段異なる点がないとした場合には、国土交通省土木工事

標準積算基準書（国土交通省大臣官房技術調査課制定。以下「国交省積算基準」とい

う。）等に基づき算定し、これを基に予定価格を積算している。また、放射性物質汚

工 事 費 一般管理費等

消費税等相当額

直接工事費
工 事 原 価 純工事費

共通仮設費
間接工事費

工 事 価 格
現場管理費

諸経費
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染対処特措法3事業等で実施する業務に係る費用については、同業務の内容が、調査、

運送等であり、一般の公共事業で実施する業務の内容と比べて特段異なる点がないな

どとして、同業務に限定して適用する積算のための基準は制定しておらず、国土交通

省が定めている「設計業務等標準積算基準」等に基づき算定し、これを基に予定価格

を積算している。

(4) 変更契約の概要

環境省は、請負工事における設計変更及び設計変更に伴う契約変更の取扱いに関し

て必要な事項を定めることにより、契約に関する事務の適正かつ円滑な執行に資する

ことを目的として「設計変更に伴う契約変更の取扱いについて」（平成19年11月大臣

官房会計課長等通知）を定めている。

上記の通知によれば、請負工事の発注に当たっては、事前の計画及び調査を慎重に

行い、設計変更の必要を生じないよう措置することとされ、やむを得ない事由により

設計変更の必要が生じた場合には、当該工事の目的を変更しない限度において、その

一部を変更することができるとされている。

設計変更は、原則として、その必要が生じた都度、同省の監督職員が、当該変更の

内容が予算の範囲内であることを確認して、打合せ記録簿により当該設計変更の内容

を契約担当官等に報告した上で行うこととされており、契約変更をしようとする時点

における当該契約の当初契約金額からの変更見込金額の累計が請負代金額の10％を超

えるものなどについては、あらかじめ契約担当官等の承認を受けることとされている。

また、変更見込金額の累計が請負代金額の30％を超える工事は、現に施工中の工事

と分離して施工することが著しく困難な場合を除き、原則として別途の契約とするこ

ととされている。

そして、福島事務所は、締結済みの工事請負契約及び業務委託契約を対象に、内容

の大幅な変更又は契約額の大幅な変更（変更見込金額の累計が請負代金額の30％を超

える場合等）が必要と考えられる場合には、契約委員会において、変更契約の適否に

ついて審査することとしている。

(5) 除染事業等において生じた除去土壌等の不法投棄、宿泊費の水増し請求等の事案

環境省は、同省が発注した除染工事において土壌等の除染等の措置が適正に行われ

ていないとの報道を契機として、25年1月に、事実関係の確認のための調査や適正な除

染の推進方策の検討を行う除染適正化推進本部を設置している。また、同省は、同月



- 7 -

に、除染適正化プログラムを作成し、再発防止策として、①事業者の責任施工の徹底、

②幅広い管理の仕組みの構築、③同省の体制強化を実施している。

しかし、除染事業等においては、除染適正化推進本部設置後も除去土壌等の不法投

棄、宿泊費の水増し請求等の事案が生じており、参議院決算委員会は、これらの事案

について、29年6月の平成27年度決算に関する議決及び30年6月の平成28年度決算に関

する議決において内閣に対する警告（以下「警告決議」という。）を行っている。内

閣は、警告決議に対して、平成27年度決算に関する参議院の議決について講じた措置

（平成30年1月内閣財第6号）において、関係者に対して厳正な処分を行ったところで

あるとしており、再発防止策として、職員への訓示、倫理保持についての個別指導及

び福島事務所における組織管理体制の強化を図るとともに、受注者等へのコンプライ

アンス徹底に係る要請や監督体制の強化に取り組んでいるとしている。また、平成28

年度決算に関する参議院の議決について講じた措置（平成31年1月内閣財第5号）にお

いては、関係者に対して指名停止措置等を行ったところであるとしており、再発防止

策として、福島事務所における宿泊費の請求内容の確認を強化するとともに、建設業

界へ企業統治の強化及び法令遵守の徹底等を改めて要請等しているところであり、さ

らに、福島事務所の組織を大幅に見直し、監督体制の強化を図っているとしている

（警告決議の内容及び警告決議に対して講じた措置の内容については別図表0-2参照）。

3 これまでの検査の実施状況

会計検査院は、これまで、放射性物質汚染対処特措法3事業等の実施状況、適切な事業

実施のための取組状況等について検査し、その結果を、「福島第一原子力発電所事故に

伴い放射性物質に汚染された廃棄物及び除去土壌等の処理状況等に関する会計検査の結

果について」として会計検査院法第30条の3の規定に基づき報告（令和3年5月）したほか、

不当事項、意見を表示し又は処置を要求した事項等として検査報告に掲記している（別

図表0-3参照）。

4 検査の観点、着眼点、対象及び方法

(1) 検査の観点及び着眼点

政府は、放射性物質汚染対処特措法等の枠組みの下、今日まで、多額の国費を投じ

て放射性物質汚染対処特措法3事業等を実施してきている。

福島第一原発事故から11年が経過したものの、福島県内においては、放射性物質汚

染対処特措法3事業等は、いずれも実施中であり、今後もこれらの事業の適切で経済的
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かつ効率的な実施が求められている。また、環境省等が放射性物質汚染対処特措法3事

業等を実施する過程において、受注者による除去土壌等の不法投棄、宿泊費の水増し

請求等の事案が生じており、各事業に係る契約を履行する受注者の適切な事業実施や

環境省等による適切で厳正な監督等が求められている。

そこで、会計検査院は、前記要請の放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札、

契約等の状況並びに各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督

等の状況について、合規性、経済性、効率性、有効性等の観点から、次の点に着眼し

て検査した。

ア 放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札及び契約の状況はどのようになっ

ているか、特に、応札者が1者となったもの（以下「1者応札」という。）に係る契

約金額等の状況はどのようになっているか。また、環境省が行っている競争性確保

のための取組はどのようになっているか、予定価格の積算は経済性を考慮して適切

に行われているか。

イ 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る受注者における事業実施体制等及びこれ

に対する国の監督等の状況はどのようになっているか。除染事業等における除去土

壌等の不法投棄、宿泊費の水増し請求等の事案に関して環境省が整備している仕組

みは事案の再発を防止する効果的なものとなっているか。

(2) 検査の対象及び方法

検査に当たっては、環境省が平成28年4月から令和3年9月まで（ただし、第2の1(1)

ウ(ｴ)ａ及び第2の2は平成24年4月から令和3年9月まで）の間に締結した放射性物質汚

染対処特措法3事業等に係る契約のうち、少額随意契約等を除く契約を対象として、環

境本省、福島事務所及び中間貯蔵・環境安全事業株式会社本社において計128人日を要

して会計実地検査を行うとともに、環境本省を通じて東北、関東両地方環境事務所か

ら関係資料を徴して検査した。また、同省が実施した除染事業等における除去土壌等

の不法投棄等の事案に関連して、国庫補助事業として実施される除染工事について受

注者における事業実施体制等に対する発注者の監督等の状況を確認するために、福島

県及び同県の13市町村において計35人日を要して会計実地検査を行うとともに、同県

の3市町村から、調書及び関係資料を徴したり、担当者等から説明を聴取したりするな

どして検査した。そして、同省が締結した放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契

約の相手方のうち、契約金額が大きいなどの33会社が平成24年4月から令和3年9月まで
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の間に受注した当該契約に関する会計を対象として会計検査院法第23条第1項第7号の

規定により検査することを決定して、このうち6会社において計57人日を要して会計実

地検査を行うとともに、27会社から、事業実施体制等について、関係資料を徴したり、

担当者等から説明を聴取したりするなどして検査した。このほか、公表されている資

料等により把握した内容を基に調査分析を行った。

なお、環境省が締結した契約の相手方の下請業者等に対しては会計検査院の検査権

限が及ばないが、除染事業等における除去土壌等の不法投棄等の事案に関与していた

下請業者等10会社において、当該会社の協力が得られた範囲で、事案発生時の状況等

について説明を受けるなどして調査した。
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第2 検査の結果

1 各事業の入札、契約などの状況、特に、1者応札となったものに係る契約金額の状況

(1) 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の状況等

ア 契約の状況の概要

放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る平成23年度から令和3年度までの国の予

算の執行額は、環境省の国直轄事業3兆6543億余円、国庫補助事業1兆5001億余円、

同省以外の国直轄事業55億余円、計5兆1600億余円となっており、同省の国直轄事業

が全体の約7割を占めている（別図表1-1参照）。

そこで、同省が国直轄事業として実施する放射性物質汚染対処特措法3事業等に係

る契約（少額随意契約等を除く。）のうち、同省における契約に係る関係資料の保

存期間等を考慮して、同省が平成28年4月から令和3年9月までの間に締結した契約を

対象として分析することとした。これらの契約の状況は、図表1-1のとおり、契約件

数は計1,213件、当初契約金額は計1兆8540億余円となっており、事業区分別では、

除染事業232件（当初契約金額計906億余円）、汚染廃棄物処理事業665件（同計873

4億余円）、中間貯蔵施設事業243件（同計7324億余円）、特定復興再生拠点区域事

業73件（同計1575億余円）となっている。

図表1-1 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る環境省の国直轄事業の事業区分別の契
約状況（平成28年4月～令和3年9月）
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放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る事務は、地方環境事務所組織規則（平成

17年環境省令第19号）等に基づき、主として福島事務所が担当することとなってお

り、上記の契約計1,213件の発注主体は、図表1-2のとおり、福島事務所984件（当初

契約金額計1兆7649億余円）、環境本省153件（同計880億余円）、関東地方環境事務

所52件（同計8億余円）及び東北地方環境事務所24件（同計1億余円）となっていて、

福島事務所が、契約件数では全体の81.1％、当初契約金額では95.2％を占めている

（契約件数及び当初契約金額の推移については別図表1-2参照）。このことから、次

のイ及びウにおいては、原則として、福島事務所が発注した契約を対象としている。

図表1-2 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る環境省の国直轄事業の発注主体別の契
約状況（平成28年4月～令和3年9月）

イ 契約方式別の契約状況

福島事務所が発注した契約984件について、契約方式別の契約件数及びその比率を

みると、図表1-3のとおり、一般競争契約735件（全体の74.7％）、随意契約249件

（同25.3％）となっていた。また、事業内容の違いが契約方式に影響しているか事

業区分別に契約件数及びその比率をみたところ、除染事業180件では一般競争契約1

77件(除染事業全体の98.3％）、随意契約3件（同1.7％）、汚染廃棄物処理事業522

件では一般競争契約354件(汚染廃棄物処理事業全体の67.8％）、随意契約168件（同

32.2％）、中間貯蔵施設事業213件では一般競争契約135件（中間貯蔵施設事業全体

の63.4％）、随意契約78件（同36.6％）、特定復興再生拠点区域事業69件では全て

一般競争契約となっていた。

福島事務所

1兆7649億円

(95.2%)

環境本省

880億円

(4.7%)

関東地方環境事務所

8億円

(0.0%)

東北地方環境事務所

1億円

(0.0%)

当初契約金額

計1兆8540億円

福島事務所

984件

(81.1%)

環境本省

153件

(12.6%)

関東地方環境事務所

52件

(4.3%)

東北地方環境事務所

24件

(2.0%)

契約件数

計1,213件



- 12 -

図表1-3 事業区分別の契約方式の状況（平成28年4月～令和3年9月）

次に、上記の随意契約249件について契約相手方の決定方式をみたところ、図表1

-4のとおり、企画競争又は公募を経ない契約216件、企画競争又は公募を経た契約2
(注3) (注4)

3件、不落随意契約10件となっており、企画競争又は公募を経ない契約の件数の割合

は8割以上となっていた。

図表1-4 契約相手方決定方式別の随意契約の状況（平成28年4月～令和3年9月）
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をみると、「公共調達の適正化について」（平成18年財計第2017号）において、企

画競争又は公募を経ない契約とせざるを得ない場合として例示されている「法令の

規定により、契約の相手方が一に定められているもの及びこれに準ずるものと認め

られるもの」であるとしている契約が174件と上記216件の約8割を占めていた。上記

174件の具体的な契約内容は、放射能濃度が8,000㏃/kgを超える特別な管理が必要な

程度に事故由来放射性物質に汚染された廃棄物として環境大臣が指定した廃棄物

（以下「指定廃棄物」という。）に係る当該指定廃棄物が生じた焼却施設の設置者

等との保管委託契約が最も多くなっていた。そして、放射性物質汚染対処特措法の

規定により、指定廃棄物は、国等に引き渡されるまでの間、当該指定廃棄物が生じ

た焼却施設の設置者等が安全かつ適正に保管しなければならないとされており、国

等に引き渡されるまでの間の指定廃棄物の保管委託契約の契約相手方は当該焼却施

設の設置者等に限定されるものであることから、上記指定廃棄物の保管委託契約は、

「企画競争又は公募を経ない契約とせざるを得ない場合」に該当するものであった

（契約方式別の契約状況については別図表1-3参照）。

なお、不落随意契約の10件は全て汚染廃棄物処理事業のものであり、同省は、入

札が成立しなかった理由について、応札者が、汚染廃棄物処理事業においては事故

由来放射性物質に汚染されている廃棄物を取り扱う業務が主となっていることを踏

まえて、安全性を確保するために作業費や資機材費等を高く見込むなどして入札に

臨んだことなどにより、入札価格が予定価格を上回って落札者がなかったと考えら

れるとしている。そして、同省は、応札者が不落随意契約に応ずることができた個

別具体の理由については応札者の総合的な判断によるものであり把握していないと

している。

（注3） 企画競争 業務内容、予算額、参加できる資格の要件等を示し、複数
の事業者から企画書等を提出させるなどしてその内容や業務遂行能
力が最も優れた者を選定して契約の相手方を決定する随意契約の手
続。事業者の技術等に差があることに応じて、調達価格の差異に比
べ業務の成果に相当程度の差異が生ずるため、価格だけで評価する
最低価格方式により契約者を定めた場合には、その業務目的を満た
すことが困難となるもの、また、仕様書等に基づいて入札価格を合
理的に算定することが困難であるなど総合評価落札方式によること
ができないものなどが対象となる。

（注4） 公募 従来、特殊な技術等が不可欠であるとして、発注者の判断によ
り、特定の者と契約していたようなものについて、当該技術等を有
している者が他にいる場合がないとは言い切れないことから、必要
な技術等を明示した上で参加者を募るもの。なお、公募を行った結
果、応募要件を満たすと認められる応募が複数あった場合には、一
般競争入札又は企画競争を行う。
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ウ 入札、落札等の状況

(ｱ) 事業区分別の入札、落札等の状況

ａ 1者応札率

福島事務所が発注した契約984件の契約方式は、イのとおり、一般競争契約が

735件、全体の74.7％となっていたが、競争の利益を十分に享受するためには、

多数の者が応札する状況の下で競争が行われることが重要である。そこで、上

記の一般競争契約735件について、契約件数に対する1者応札となった契約件数

の割合（以下「1者応札率」という。）をみたところ、図表1-5のとおり、全体

では49.3％、事業区分別では、除染事業49.2％、汚染廃棄物処理事業48.9％、

中間貯蔵施設事業52.6％、特定復興再生拠点区域事業44.9％となっていた。

なお、行政改革推進会議が公表している調達改善の取組に関する点検結果を

基に、平成28年度から令和3年度までの国全体の調達に係る一般競争契約の1者

応札率を算出すると、33.6％となっている。

図表1-5 事業区分別の1者応札率の状況（平成28年4月～令和3年9月）

そして、1者応札率の推移をみると、図表1-6のとおり、全体では、平成30年

度までは変動が見受けられたものの、令和元年度以降は50％を超える水準でほ

ぼ横ばいで推移していた。一方、事業区分別の推移をみると、いずれの事業区

分においても、年度によって変動していた（事業区分別の契約状況の推移につ

いては別図表1-4参照）。
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図表1-6 事業区分別の1者応札率の推移（平成28年4月～令和3年9月）

(注) 特定復興再生拠点区域事業は平成29年度に始まった事業であるため、28年度の契約実績はない。

ｂ 落札率

契約金額の予定価格に対する比率（以下「落札率」という。）については、

予定価格の妥当性や契約方式の特性等から、その高低だけをもって一律に競争

性等を評価することはできないものの、応札者数と関連付けた議論も行われて

いる。そこで、福島事務所が発注した契約のうち一般競争契約735件の落札率を

みたところ、放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の平均落札率は、
(注5)

図表1-7のとおり、全体では87.8％、事業区分別では、除染事業89.2％、汚染廃

棄物処理事業85.2％、中間貯蔵施設事業92.0％、特定復興再生拠点区域事業89.

6％となっていた。

（注5） 平均落札率 各契約の落札率の合計を契約件数で除したもの
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図表1-7 事業区分別の平均落札率の状況（平成28年4月～令和3年9月）

そして、平均落札率の推移をみると、図表1-8のとおり、直近の2か年度で低

下している特定復興再生拠点区域事業を除いて、ほぼ横ばいで推移していた。

図表1-8 事業区分別の平均落札率の推移（平成28年4月～令和3年9月）

(注) 特定復興再生拠点区域事業は平成29年度に始まった事業であるため、28年度の契約実績

はない。
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(ｲ) 契約内容区分別の入札、落札等の状況

放射性物質汚染対処特措法3事業等の各事業に係る契約の内容は工事と業務に大

別され、契約規模、受注する事業者の業態等は異なるものとなっていると考えら

れる。そこで、会計検査院において、検査の対象とした福島事務所が発注した契

約のうち一般競争契約735件について、契約内容により、工事、建設コンサルタン

ト業務等（工事の設計若しくは監理・監督支援又は工事に関する調査、企画、立

案若しくは助言の技術支援を行う業務等をいう。以下同じ。）、その他業務（建

設コンサルタント業務等以外の不動産登記、廃棄物運搬（工事契約の一部として

実施するものを除く。）等の業務をいう。以下同じ。）に区分した（事業区分別

及び契約内容区分別の契約状況については別図表1-5参照、契約内容区分別の契約

金額区分ごとの契約件数については別図表1-6参照）。

そして、契約内容の違いが契約状況に影響しているか、契約内容区分別に1者応

札率等をみることとした。

ａ 1者応札率

契約内容区分別に1者応札率を比較したところ、図表1-9のとおり、工事契約

29.5％、建設コンサルタント業務等契約62.1％、その他業務契約50.8％となっ

ていて、工事契約では、放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応札率49.

3％より19.8ポイント低くなっていたが、建設コンサルタント業務等契約では、

放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応札率より12.8ポイント高くなっ

ているとともに、1者応札となった契約の件数が172件と最も多くなっていた。

そして、環境省は、建設コンサルタント業務等契約の1者応札率が放射性物質

汚染対処特措法3事業等全体の1者応札率より高くなっている理由については把

握していないとしている。

第1の2(2)のとおり、一般競争入札における落札者の決定方法には、最低価格

の入札者を落札者とする最低価格方式と、価格だけでなく性能、機能その他の

要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価落札方式等があり、契約の

性質又は目的により使い分けられている。そこで、契約内容区分別の契約状況

について、落札者決定方式が1者応札率等に影響しているか、更に落札者決定方

式別に区分して1者応札率等をみたところ、図表1-9のとおり、総合評価落札方

式による建設コンサルタント業務等契約の1者応札率が63.4％と放射性物質汚染
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対処特措法3事業等全体の1者応札率49.3％より14.1ポイント高くなっていると

ともに、1者応札となった契約の件数が154件と最も多くなっていた。

図表1-9 契約内容区分別及び落札者決定方式別の1者応札率の状況（平成28年4月～令和3
年9月）

注(1) 枠内の数字は、上段が1者応札となった契約の件数、下段が1者応札率を表している。

注(2) 「複数応札」とは、応札者が複数者であることをいう（以下、本文、図表及び別図表において同

じ。）。

そこで、総合評価落札方式による建設コンサルタント業務等契約の1者応札率

等について、更に事業区分により1者応札率等に差があるかみたところ、図表1

-10のとおり、全ての事業区分において、1者応札となった契約の件数は、建設

コンサルタント業務等契約が最も多くなっており、汚染廃棄物処理事業及び中

間貯蔵施設事業の建設コンサルタント業務等契約で、それぞれ1者応札率が97.

9％及び67.9％となっていて、放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応札

率49.3％と比較するとそれぞれ48.6ポイント及び18.6ポイント高くなっていた。
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図表1-10 総合評価落札方式に係る事業区分別及び契約内容区分別の1者応札率の状況
（平成28年4月～令和3年9月）

(注) 枠内の数字は、上段が1者応札となった契約の件数、下段が1者応札率を表している（1者応札率が100

％のものについては、1者応札率のみを表示している。）。

総合評価落札方式による建設コンサルタント業務等契約のうち、上記のとお

り1者応札率が放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応札率より高くなっ

ている汚染廃棄物処理事業及び中間貯蔵施設事業に係る1者応札となった契約は、

監理・監督支援や技術支援を行う業務が主なものとなっていた。それらの業務

の具体的な内容をみると、監理・監督支援は、環境省の監督職員等に対する支

援や補助として、汚染廃棄物の埋立処分や被災建物の解体撤去等の実施状況の

確認等に臨場するなどの業務となっており、技術支援は、汚染廃棄物の減容化

や中間貯蔵施設の整備等に係る各種の設計書、計画書等の精査、地元説明会の

運営支援等を行う業務となっていた。そして、1者応札により同様の内容の契約

を同一の契約相手方が継続して受注（以下「1者応札による継続受注」とい

う。）しているものが汚染廃棄物処理事業に係る契約では47件（うち1者応札と

なった契約46件）のうち25件、中間貯蔵施設事業に係る契約では56件（同38

件）のうち20件を占めていた。
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一方、総合評価落札方式による建設コンサルタント業務等契約のうち、除染

事業については、1者応札率が48.4％と他の事業より低くなっていた。除染事業

の建設コンサルタント業務等契約のうち複数応札となった契約の具体的な業務

の内容をみると、仮置場の維持管理等を行う業務や空間線量率等のモニタリン

グを行う業務が49件のうち32件を占めていた。

ｂ 落札率

契約内容区分別に平均落札率を比較したところ、図表1-11のとおり、工事契

約93.5％、建設コンサルタント業務等契約88.2％、その他業務契約83.0％とな

っていて、更に各契約内容区分を落札者決定方式別にみると、最低価格方式及

び総合評価落札方式のいずれにおいても、工事契約の平均落札率が最も高くな

っていた。

これについて、環境省は、工事契約では、積算基準、労務単価、資材単価等

が公表されており、入札説明書において設計数量が示されているなどのため、

予定価格に近い積算が比較的容易となっていることによると考えられるとして

いる。また、同省は、予決令等に基づき定めている低入札基準（契約内容に適

合した履行がなされないおそれがあるため最低価格等の入札者を落札者とせず、

落札の決定を保留し、契約担当官等が調査を行う場合の入札価格の基準。以下

同じ。）を定めており、低入札基準を建設コンサルタント業務等契約及びその

他業務契約では、予定価格に0.6から0.85までの割合を乗じて得た額としている

のに対して、工事契約では、労務費が多くを占めているため、適正な履行確保

のみならず徹底したダンピング対策の観点から、予定価格に0.75から0.92まで

の割合を乗じて得た額としていることから、工事契約の低入札基準の方が高く

設定される傾向にあることなどにもよると考えられるとしている。

そして、上記低入札基準の設定方法については、同省がウェブサイトに調達

関係通知等を掲載するなどして公表しており、応札者が工事契約では低入札基

準が高く設定される傾向にあることを認識できる状況となっていることから、

入札価格決定の参考になっていると考えられる。

また、同省は、福島事務所が発注した一般競争契約735件のうち入札価格が低

入札基準を下回ったことから契約担当官等が調査を行った契約は79件あり、こ

のうち最低価格等の入札者を落札者としなかった契約はなかったものの、総合
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評価落札方式において、低入札基準を下回る価格の提案をした事業者が施工体

制確認調査を辞退したことにより入札が無効となった事例が複数あることから、

低入札基準が平均落札率に影響している面もあると考えられるとしている。

さらに、平均落札率は、いずれの契約内容区分においても、総合評価落札方

式が最低価格方式よりも高くなっていた。これは、総合評価落札方式は、価格

だけでなく性能、機能その他の要素を総合的に評価して落札者を決定する方式

であることから、最低価格等の入札者が必ずしも落札者となるとは限らないこ

となどのためと考えられる。

図表1-11 契約内容区分別及び落札者決定方式別の平均落札率の状況（平成28
年4月～令和3年9月）

ｃ 応札者数と落札率

契約内容区分別に応札者数と落札率との関係をみると、図表1-12のとおり、

複数応札となった契約の平均落札率は全体で81.3％であるのに対して、1者応札

となった契約の平均落札率は全体で94.6％と13.3ポイント高くなっていて、い

ずれの契約内容区分においても、1者応札となった契約の平均落札率が複数応札

となった契約より高くなっていた（応札者数ごとの平均落札率については別図

表1-7参照）。そして、工事契約で1者応札となった契約と複数応札となった契

約との平均落札率の差は5.6ポイントとなっており、建設コンサルタント業務等

契約の16.4ポイント及びその他業務契約の21.3ポイントと比較すると小さくな

っていたが、これは、ｂのとおり、工事契約では低入札基準が高く設定されて
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いることなどによると考えられる。

図表1-12 契約内容区分別及び応札者数区分別の平均落札率の状況（平成28年
4月～令和3年9月）

(ｳ) 入札公告期間区分別の入札、落札等の状況

第1の2(2)のとおり、入札公告期間については、予決令等によれば、原則として

入札期日の前日から起算して少なくとも10日前に公告しなければならないとされ

ているほか、一定額以上の調達契約を締結する場合には、政府調達に関する協定

（平成7年条約第23号）等の対象となり（以下、協定等の適用対象となる調達を

「特定調達」という。）、原則として入札期日の前日から起算して40日前までに

公告しなければならないなどとされている。

なお、入札者若しくは落札者がない場合又は落札者が契約を締結しない場合に

おいて、再度公告を行い入札に付そうとするとき（以下「再度公告入札」とい

う。）は、入札公告期間を5日までに短縮することができることとなっている。

また、環境省においては、法令の定めに従うなどして標準となる入札公告期間

を決定しており、特定調達に該当しないものでは、少なくとも、最低価格方式で

は十数日程度、総合評価落札方式では30日程度の入札公告期間を確保することと

している。
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さらに、同省は、入札公告期間について、1者応札率低減のための方策として、

過去の同種契約に係る応札者数の状況等に応じて、標準となる入札公告期間より

延長するよう努めているとしている。

これらのことから、入札公告期間が1者応札率等に影響しているか、入札公告期

間区分別に1者応札率等をみたところ、次のとおりとなっていた。

ａ 1者応札率

前記のように、落札者決定方式により標準となる入札公告期間が異なること

から、福島事務所が発注した一般競争契約735件について、落札者決定方式別に

入札公告期間区分により1者応札率に差があるかみたところ、図表1-13のとおり、

総合評価落札方式については、30日以上59日以下の各区分を比較すると、入札

公告期間が長い区分では1者応札率が低くなっていた。

図表1-13 落札者決定方式別及び入札公告期間区分別の1者応札率の状況（平成28年4月～
令和3年9月）

(注) 契約件数が少ない区分については、線を引いていない。

そこで、総合評価落札方式における入札公告期間区分別の1者応札率について、

更に契約内容区分により1者応札率に差があるかみたところ、図表1-14のとおり、

工事契約では明らかな傾向は見受けられなかったが、建設コンサルタント業務
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等契約では30日以上59日以下の各区分を比較すると、入札公告期間が長い区分

では1者応札率が低くなっていた。

図表1-14 総合評価落札方式に係る契約内容区分別及び入札公告期間区分別の1者応札率の
状況（平成28年4月～令和3年9月）

(注) 契約件数が少ない区分については、線を引いていない。

ｂ 落札率

入札公告期間区分ごとの平均落札率をみたところ、図表1-15のとおり、総合

評価落札方式及び最低価格方式共に、入札公告期間区分による大きな差は見受

けられなかった。
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図表1-15 落札者決定方式別及び入札公告期間区分別の平均落札率の状況（平成28年4月～
令和3年9月）

(注) 契約件数が少ない区分については、線を引いていない。

しかし、ａのとおり、総合評価落札方式について、建設コンサルタント業務

等契約の30日以上59日以下の各区分を比較すると、入札公告期間が長い区分で

は1者応札率が低くなっていたことから、総合評価落札方式の落札率においても、

契約内容区分別では入札公告期間区分により平均落札率に差があるかみたとこ

ろ、図表1-16のとおり、工事契約では入札公告期間が長い区分では平均落札率

が低くなるような状況は見受けられなかったが、建設コンサルタント業務等契

約では30日以上59日以下の各区分を比較すると、入札公告期間が長い区分では

平均落札率が低くなっていた。
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図表1-16 総合評価落札方式に係る契約内容区分別及び入札公告期間区分別の平均落札率
の状況（平成28年4月～令和3年9月）

(注) 契約件数が少ない区分については、線を引いていない。

入札公告期間については、個々の契約ごとに様々な事情を考慮して設定される

ものであるため、入札公告期間を長く設定すれば1者応札率及び落札率が低くなる

とは一概に言えないものの、以上のように、総合評価落札方式による建設コンサ

ルタント業務等契約については、契約件数が少ない区分を除き、入札公告期間が

長い区分では1者応札率及び平均落札率が低くなる状況が見受けられており、入札

公告期間が1者応札率及び平均落札率に一定の影響を与えている可能性がある。

(ｴ) 事業実施地域を市町村単位として発注される契約の入札、落札等の状況

除染事業の除染工事の発注規模が市町村単位となっているものが多いこと、ま

た、「行政事業レビューの実施等について」（平成25年4月閣議決定）に基づき実

施された平成29年度行政事業レビュー公開プロセス（以下「29年度レビュー」と

いう。）において、除染事業の除染工事契約が1者応札となる傾向にあるとされて

いることなどを踏まえて、同省が事業実施地域を市町村単位として発注している
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除染工事等契約の1者応札率等の状況をみた。さらに、ウ(ｲ)ａのとおり、総合評

価落札方式による建設コンサルタント業務等契約の1者応札率が放射性物質汚染対

処特措法3事業等全体の1者応札率より14.1ポイント高くなっていたことなどから、

総合評価落札方式による建設コンサルタント業務等契約のうち、除染工事等契約

と同様に事業実施地域を市町村単位として発注されている工事監理・監督支援業

。務契約の1者応札率等の状況もみたところ、次のとおりとなっていた

ａ 除染工事等契約

(a) 除染事業

除染事業の除染工事は、平成24年度から29年度までの間に施工されている。

環境省は、除染事業の除染工事契約が1者応札となる傾向にあるとされている

理由について、29年度レビューにおいて、一旦、特定の事業者が受注すると、

地元企業を含めたネットワークの構築、現地事業所、作業拠点、宿舎等の設

置及び作業員の確保が行われることで、大きな利点がある一方で、次回以降

の入札において他の事業者の新規参入意欲が低下して、その結果、1者応札に

なると考えられると説明している。

そして、24年度から29年度までの間に事業実施地域を市町村単位として発

注されている除染事業の除染工事契約は43件となっていて、このうち1者応札

となった契約は34件、1者応札率は79.1％となっていた。

そこで、上記の契約43件について、発注単位とされた市町村別に入札及び

落札の状況をみたところ、図表1-17のとおり、24年度から29年度までの間に

複数の契約実績があった市町村は、11市町村のうち福島県田村市を除く10市

町村となっていた。そして、これらの10市町村においては、同県双葉郡富岡

町の26年度及び同郡川内村の24年度を除いて、特定の事業者が、共同企業体
（注6)

（以下「ＪＶ」という。）の中心的役割を担う会社（以下「幹事会社」とい

う。）となったり、当該事業者が単体有資格事業者（以下「単体」とい
(注7)

う。）となったりして、特定の市町村を事業実施地域として発注されている

全ての除染工事を落札していた。また、これら10市町村のうち、富岡町を除

く9市町村では、1者応札により特定の事業者が継続して受注している契約が

見受けられた。

（注6） 共同企業体 大規模かつ技術的難度の高い工事等の実施に際して、事
業者が数社で共同して形成した事業組織体
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（注7） 単体有資格事業者 工事等に係るＪＶ以外の有資格者

図表1-17 除染事業の除染工事契約の入札及び落札の状況（平成24年度～29年度）

注(1) 下線を引いた落札者は、1者応札となった契約の落札者であることを表している。

注(2) 括弧書きは幹事会社を表している。

注(3) アルファベットは次の会社名を表している。

Ａ：鹿島建設株式会社、Ｂ：大成建設株式会社、Ｃ：前田建設工業株式会社、Ｄ：清水建設株

式会社、Ｅ：株式会社大林組、Ｆ：有限会社三瓶組、Ｇ：株式会社安藤・間、Ｈ：株式会社奥

村組

注(4) 同一の事業実施地域において、同一の年度に複数の契約を締結している場合は、契約ごとに

落札者を表示している。

そこで、除染工事の受注者に対して、特定の市町村を事業実施地域として

発注される除染工事に継続して応札していた理由について聴取したところ、

先行して受注していた契約において取得したノウハウを生かして効率的な業

務運営を行うことができたり、先行して受注していた契約で使用した設備等

を転用できたりすることなどにより、工事の原価が低減し、収益が期待でき

るためなどとしていた。また、事業実施地域である市町村において過去に他

の工事等を受注するなどしていたためという理由や、地元復興の観点から同

じ市町村において継続した地元企業との契約が見込めるためという理由もあ

った。これらは、一旦、特定の事業者が受注すると、地元企業を含めたネッ

トワークの構築や、現地事業所、作業拠点、宿舎等の設置が行われることで

大きな利点があるとする前記環境省の説明とも整合するものと考えられる。

事業実施
地域

平成24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

田村市 ＪＶ(Ａ)

南相馬市
ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)

ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)

川俣町 ＪＶ(Ｂ) ＪＶ(Ｂ) ＪＶ(Ｂ) Ｂ

楢葉町
ＪＶ(Ｃ)
ＪＶ(Ｃ)

ＪＶ(Ｃ) ＪＶ(Ｃ) ＪＶ(Ｃ)

富岡町 ＪＶ(Ａ)
ＪＶ(Ｄ)
ＪＶ(Ｅ)

ＪＶ(Ａ) ＪＶ(Ａ)

川内村
ＪＶ(Ｅ)
ＪＶ(Ｅ)

Ｆ Ｆ

大熊町 ＪＶ(Ｄ) Ｄ ＪＶ(Ｄ)

双葉町 Ｃ ＪＶ(Ｃ) ＪＶ(Ｃ)

浪江町
ＪＶ(Ｇ)
ＪＶ(Ｇ)

ＪＶ(Ｇ) ＪＶ(Ｇ) ＪＶ(Ｇ)

葛尾村 ＪＶ(Ｈ) ＪＶ(Ｈ)

飯舘村 ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)

ＪＶ(Ｂ)
ＪＶ(Ｂ)

ＪＶ(Ｂ)
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(b) 特定復興再生拠点区域事業

除染事業の除染工事は29年度までに終了していることから、29年度レビュ

ーの評価結果を受けた改善状況をみるために、環境省が、29年度以降に、6町

村において実施している特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約のうち、

令和3年9月までに契約を締結した24件の1者応札率をみたところ、全て町村単

位で発注されていたが、図表1-18のとおり、富岡町においては1者応札率が0

％で全て複数応札となるなどしていて、6町村いずれにおいても1者応札率は

当該町村における除染事業の除染工事契約より低くなっていた。

同省は、このように特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約の1者応札

率が除染事業の除染工事契約より低くなっている理由について、競争性を確

保するための取組として、除染の標準的な実施方法を除染等工事共通仕様書

（以下「共通仕様書」という。）に記載して公表するなどして除染の実施方

法を標準化したり、競争参加資格を緩和するなど調達方法を改善したりする

などの取組を実施したことなどによると考えられるとしている。

特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約の1者応札率が除染事業の除染

工事契約より低くなっている理由については、上記のほか、平均当初契約金

額が除染事業の除染工事契約の155億余円に比べて92億余円低い62億余円とな

っているように契約規模が小さくなっており、新規に参入する事業者におい

ても作業員等の確保が容易となったこと、除染事業の除染工事契約と比較す

ると事業実施地域となる町村数や発注件数が少なくなっていることなどから、

過去に受注実績がある事業実施地域における受注の機会がなくなったことな

どにより他の地域での工事に対する参入意欲が高まったと思料されることな

ども挙げられる。
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図表1-18 特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約の1者応札率等の状況（平成29年4
月～令和3年9月）

(注) 除染事業の除染工事契約の計欄については、11市町村において実施された43契約を対象としている。

次に、特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約の平均落札率について

みると、図表1-19のとおり、除染事業の除染工事契約と比較して大きな差は

見受けられなかった。

図表1-19 特定復興再生拠点区域事業の除染工事等契約の平均落札率の状況（平成29年4月
～令和3年9月）

(注) 除染事業の除染工事契約の計欄については、11市町村において実施された43契約を対象としている。

ｂ 工事監理・監督支援業務契約

平成28年4月から令和3年9月までに事業実施地域を市町村単位として発注され

ている工事監理・監督支援業務契約は、除染事業28件、特定復興再生拠点区域

事業24件、計52件となっていた。特定復興再生拠点区域事業の工事監理・監督

支援業務契約の1者応札率をみると、図表1-20のとおり、工事監理・監督支援業

務の発注があった6町村のうち、富岡町を除く5町村において、除染事業の工事

監理・監督支援業務契約の1者応札率より高くなっており、特定復興再生拠点区

域事業の除染工事等契約の1者応札率が全ての町村において除染事業の除染工事

契約の1者応札率より低くなっているａ(b)の除染工事等の状況とは異なってい

富岡町 大熊町 双葉町 浪江町 葛尾村 飯舘村

契約件数(件） 4 5 5 5 2 3 24

1者応札率（％） 0.0 20.0 60.0 20.0 50.0 33.3 29.2

平均当初契約金額
（百万円）

4,651 10,200 6,212 7,424 3,316 1,784 6,240

除染事業の除染工事契
約の1者応札率（％）

60.0 100.0 66.7 80.0 100.0 100.0 79.1 (注)

除染事業の除染工事契
約の1者応札率との差
（ポイント）

△ 60.0 △ 80.0 △ 6.7 △ 60.0 △ 50.0 △ 66.7 △ 49.9 (注)

除染事業の除染工事契
約の平均当初契約金額
（百万円）

21,686 11,895 2,654 15,627 30,849 24,815 15,524 (注)

除染事業の除染工事契
約の平均当初契約金額
との差（百万円）

△ 17,034 △ 1,694 3,558 △ 8,203 △ 27,532 △ 23,031 △ 9,284 (注)

項目
事業実施地域

計

富岡町 大熊町 双葉町 浪江町 葛尾村 飯舘村

平均落札率（％） 91.7 96.4 97.3 96.4 99.1 95.8 95.9

除染事業の除染工事契
約の平均落札率（％）

99.1 98.6 96.8 98.9 99.4 98.3 97.8 (注)

除染事業の除染工事契
約の平均落札率との差
（ポイント）

△ 7.4 △ 2.2 0.5 △ 2.5 △ 0.3 △ 2.5 △ 1.9 (注)

項目
事業実施地域

計
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た。

図表1-20 工事監理・監督支援業務契約の1者応札率等の状況（平成28年4月～令和3年9
月）

また、図表1-21のとおり、除染事業又は特定復興再生拠点区域事業の工事監

理・監督支援業務契約の発注があった9市町村のうち、富岡町を除く8市町村に

おいては、特定の事業者が特定の市町村を事業実施地域として発注されている

全ての工事監理・監督支援業務契約を落札していた。そして、これら8市町村で

は、1者応札による継続受注となっている契約が見受けられた。

なお、環境省は、特定の事業者が特定の市町村を事業実施地域として発注さ

れている全ての工事監理・監督支援業務契約を落札していたり、1者応札による

継続受注となっていたりする理由について、過去の応札者、入札説明会参加者

等に聞き取りなどを行っていないことから、把握できていないとしている。

南相馬市 川俣町 楢葉町 富岡町 大熊町 双葉町 浪江町 葛尾村 飯舘村

契約件数(件) 5 4 4 2 3 2 3 2 3 28

平均当初契約金
額（百万円）

132 56 81 98 98 23 191 53 241 112

1者応札率(％) 80.0 75.0 75.0 50.0 66.7 50.0 66.7 0.0 66.7 64.3

契約件数(件) - - - 4 5 5 4 3 3 24

平均当初契約金
額（百万円）

- - - 125 242 160 198 76 122 162

1者応札率(％) - - - 50.0 80.0 60.0 100.0 66.7 100.0 75.0

平均当初契約金
額（百万円）

- - - 26 144 137 6 22 △ 118 49

1者応札率
(ポイント)

- - - 0.0 13.3 10.0 33.3 66.7 33.3 10.7

項目

事業実施地域

計
事業
区分

除染
事業
(A)

特定復
興再生
拠点区
域事業
(B)

(B-A)
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図表1-21 工事監理・監督支援業務契約の入札及び落札の状況（平成28年4月～令和3年9
月）

注(1) 下線を引いた落札者は、1者応札となった契約の落札者であることを表している。

注(2) アルファベットは次の会社名を表している。

Ｉ：株式会社アイ・ディー・エー、Ｊ：パシフィックコンサルタンツ株式会社、Ｋ：日本工営株式会社、

Ｌ：いであ株式会社

次に、除染事業及び特定復興再生拠点区域事業の工事監理・監督支援業務契

約のそれぞれの平均落札率についてみると、図表1-22のとおり、両者に大きな

差は見受けられなかった。

事業実施
地域

事業区分 具体的な契約内容
平成

28年度
29年度 30年度

令和
元年度

2年度 3年度

除染等工事監督支援業務 I

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

I I I I

除染等工事監督支援業務 Ｊ

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

Ｊ Ｊ Ｊ

除染等工事監督支援業務 Ｋ

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

Ｋ Ｋ Ｋ

除染等工事監督支援業務 I

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

I

特定復興再生
拠点区域事業

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

I Ｌ Ｌ Ｌ

除染等工事監督支援業務 Ｋ

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

Ｋ Ｋ

特定復興再生
拠点区域事業

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

Ｋ Ｋ Ｋ Ｋ Ｋ

除染等工事監督支援業務 I

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

I

特定復興再生
拠点区域事業

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

I I I I I

除染等工事監督支援業務 I

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

I I

特定復興再生
拠点区域事業

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

I I I I

除染等工事監督支援業務 I

仮置場復旧等工事監督支援
業務

I

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

I I

除染等工事監督支援業務 I

除染等工事監督支援業務 Ｋ

除去土壌等の適正管理等工
事監督支援業務

Ｋ Ｋ

特定復興再生
拠点区域事業

被災建物等解体撤去等及び
除染等工事監督支援業務

Ｋ Ｋ Ｋ

南相馬市

川俣町

楢葉町

富岡町

大熊町

除染事業

除染事業

除染事業

除染事業

除染事業

飯舘村

除染事業

除染事業

除染事業

除染事業
双葉町

浪江町

葛尾村

特定復興再生
拠点区域事業
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図表1-22 工事監理・監督支援業務契約の平均落札率の状況（平成28年4月～令和3年9月）
（単位：％）

(ｵ) 入札不調の発生状況

放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る平成28年度から令和3年度までの契約

案件（3年度は、3年9月末までに入札公告期間が終了したものに限る。）の入札に

おいて、応札者がなかったり、応札者はあったものの入札価格が予定価格を上回

ったりしたことなどによる入札の不成立（以下「入札不調」という。）の状況に

ついてみると、図表1-23のとおり、入札771件のうち36件が入札不調となっていた。

そして、上記36件のうち、応札者がなかった入札不調は21件となっており、これ

を受けて再度公告入札を実施したものが10件となっていた。また、応札者があっ

た入札不調は15件となっており、これを受けて不落随意契約を締結したものが10

件、再度公告入札を実施したものが1件となっていた。

図表1-23 入札不調の状況（平成28年度～令和3年度（3年度は、3年9月までに入札公告期
間が終了したものに限る。））

(注) 入札不調を受けた対応内容を表している。

そして、再度公告入札を実施した計11件の結果についてみると、再度の入札不

調となったものが2件、落札に至ったものが9件となっていた。再度の入札不調と

なった2件のうち、1件については不落随意契約を締結しており、残る1件について

南相馬市 川俣町 楢葉町 富岡町 大熊町 双葉町 浪江町 葛尾村 飯舘村

除染事業 94.7 92.9 97.7 82.2 94.1 87.1 92.8 86.2 89.7 92.0

特定復興再生拠
点区域事業

- - - 85.2 96.8 90.2 93.6 83.5 96.9 91.3

事業区分 計
事業実施地域

件
(B)

%
(B/A)

件
（C）

%
(C/B)

件
（D）

%
(D/C)

件
（E）

%
(E/B)

件
（F）

%
(F/E)

件
（G）

%
(G/E)

除染事業 185 8 4.3 7 87.5 2 28.6 1 12.5 － － － －

汚染廃棄物
処理事業

372 18 4.8 5 27.8 4 80.0 13 72.2 10 76.9 1 7.7

中間貯蔵施
設事業

145 10 6.9 9 90.0 4 44.4 1 10.0 － － － －

特定復興再
生拠点区域
事業

69 － － － － － － － － － － － －

計 771 36 4.7 21 58.3 10 47.6 15 41.7 10 66.7 1 6.7

うち再度公告
入札(注)

事業区分

入
札
件
数
(A)

入札不調
応札者がなかった
入札不調

応札者があった入札不調

うち再度公
告入札(注)

うち不落随
意契約(注)
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は発注内容を見直して新規の事案として入札を実施して落札に至っていた。

また、応札者がなかった入札不調及び応札者があった入札不調のうち、再度公

告入札又は不落随意契約としなかったものについては、発注内容を見直して新規

の事案として入札を実施するなどしていた。

エ 環境省が行っている競争性確保のための取組の状況

環境省は、一般競争入札においては、できるだけ多くの応札が得られるようにす

るなど実質的な競争性を確保することが重要であるとして、「一者応札・応募に係

る改善方策について」（平成21年3月大臣官房会計課）及び「調達手続に係る改善方

策について」（平成25年2月大臣官房会計課長通知）を策定するなどして、調達にお

ける1者応札率の低減を始めとする競争性の確保に取り組んできている。同省は、放

射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約についても、競争性を確保するために、

行政事業レビュー公開プロセスにおける審議で出された意見（意見及びそれに対す

る同省の取組については別図表1-8参照）を踏まえるなどして、ウ(ｳ)のとおり、入

札公告期間について、1者応札率低減のための方策として、過去の同種契約に係る応

札者数の状況等に応じて、標準となる入札公告期間より延長するよう努めていると

している。また、同省は、ウ(ｴ)ａ(b)のとおり、競争性を確保するための取組とし

て、除染の標準的な実施方法を共通仕様書に記載して公表するなどして除染の実施

方法を標準化したり、競争参加資格を緩和するなど調達方法を改善したりしている

としている（同省が行っている競争参加資格等の緩和については別図表1-9参照）。

上記に加えて、1者応札について、同省は、「調達改善の取組の推進について」

（平成25年4月行政改革推進本部決定）及び「調達改善の取組の強化について（調達

改善の取組指針の策定）」（平成27年1月行政改革推進会議）を踏まえて、毎年度、

環境省調達改善計画を策定しており、同計画において1者応札率の低減に向けて応札

者を増加させることなどについて重点的に取り組むこととして、契約ごとに1者応札

となった要因を把握して、競争性の確保を図ることとしている。

そこで、同省が、環境省調達改善計画に基づき重点的に取り組むとしている1者応

札率の低減を始めとする競争性の確保のための取組の状況をみたところ、次のとお

りとなっていた。

(ｱ) 契約前自己チェックプロセスの実施

環境省は、平成29年10月以降に入札公告又は企画競争実施の公示を行う契約に
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ついて、前年度の同種契約において、①契約金額が1000万円以上、②1者応札又は

1者応募、かつ、③落札率95％以上（令和元年6月11日以前は落札率99％以上）で

あることを要件として、契約前自己チェックプロセスを実施しており、競争性を

確保するために有効と考えられる取組の実施状況について、入札公告期間や競争

参加資格の設定、受注者の業務着手のための準備期間（受注者の決定から契約の

履行開始までの期間をいう。以下同じ。）の確保等の項目に沿って確認すること

としている。

そして、同省は、契約前自己チェックプロセスを実施することで、1者応札率の

低減に対する職員の意識を更に高めるとともに、競争性の確保が図られたとして

いる。

例えば、福島事務所が3年4月に契約した「令和3年度仮置場等維持管理業務（県

中・県南、浜通り北、浜通り南支所管内）」では、2年12月に契約前自己チェック

プロセスを実施し、受注者の業務着手のための準備期間の確保について、前年度

の同種契約では準備期間を2日間としていて不十分であったと判断し、3年度契約

では入札公告の開始を早めて受注者の決定を前倒しすることにより、準備期間を

9日間としたため、応札者が3者になったとしていた。

(ｲ) 1者応札等アンケートの実施

環境省は、「調達改善の取組の強化について（調達改善の取組指針の策定）」

において、1者応札となった場合は、要因の把握及び分析が必要であり、事業者へ

のヒアリングが重要であるとされていることなどを踏まえて、平成27年1月から、

環境本省が締結した契約のうち1者応札となった契約及び企画競争で1者応募とな

った契約について、入札説明会又は企画競争説明会に参加したものの、応札又は

応募をしなかった者に対するアンケート調査（以下「1者応札等アンケート」とい

う。）を実施している。そして、契約ごとに1者応札等となった要因を把握して、

競争性の確保を図ることとしている。なお、1者応札等アンケートの対象は、環境

本省が締結する契約において試行的に取り組むという理由により、同本省が締結

する契約のみとなっており、福島事務所等が締結する契約は対象外となっている。

同省は、1者応札等アンケートの結果によると、応札又は応募をしなかった理由

について、過年度から特定の事業者が継続して受注しており他者が参入するのは

困難と判断したなどとなっていたことから、過去の同種契約の実績が総合評価落
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札方式における配点の大半を占めるなどしていたものを変更して特定の事業者が

有利にならないよう配点を設定するなどの取組を行ったとしている。そして、同

省は、競争性を確保するために1者応札等アンケートを含めて様々な取組を行って

おり、取組ごとにどのような効果が上がっているのかについては確認できていな

いが、これらの取組により複数応札となった契約があることから、1者応札等アン

ケートについても効果があったとしている。

同省は、上記の状況を踏まえて、契約ごとに1者応札となった要因を把握して競

争性の確保を図るために、1者応札等アンケートを各地方環境事務所等まで対象を

拡充するとしている。

このように、環境省は、競争性の確保に取り組んできているとしているが、今後

も、放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約において、1者応札率の低減のた

めに有効と考えられる取組の状況を確認し、契約ごとに1者応札等となった要因を把

握するなどして、競争性の確保について引き続き取り組む必要がある。

(2) 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算

放射性物質汚染対処特措法3事業等を経済的に実施するためには、予定価格を適切に

積算する必要がある。

環境省は、第1の2(3)のとおり、放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の工

事費について、積算基準に基づき算定し、積算基準に定めがない工種については、一

般の公共事業で実施する工事の内容と比べて特段異なる点がないとした場合、国交省

積算基準等に基づき算定し、これらを基に予定価格を積算している。

そこで、放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算についてみ

たところ、工事費の算定に当たり設計書に計上する材料の単価（以下「積算単価」と

いう。）の適用及び諸経費の算定において、次のような事態が見受けられた。

ア 積算単価の適用を誤ったため、材料費が割高となっていた事態

積算基準によれば、積算単価については、物価資料（刊行物である積算参考資料

をいう。以下同じ。）に掲載されている材料については物価資料に掲載されている

単価（以下「物価資料単価」という。）により決定することとされており、予定価

格の積算作業を行う際の最新の価格を用いることとされている。

しかし、積算単価の適用状況についてみたところ、福島事務所において、誤って

予定価格積算作業時点から1年以上前の時点の物価資料単価を適用しており、その結
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果、材料費が割高となっていた契約が11件（割高となっていた積算額計2億0910万余

円）見受けられた（別図表1-10参照）。

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

＜事例＞ 積算単価の適用を誤ったため、材料費が割高となっていたもの

福島事務所は、平成28年12月に入札公告した「平成28年度富岡町汚染廃棄物対策地域にお

ける被災建物等解体撤去等工事（その5）」（最終契約金額104億2200万円）における予定価

格の積算に当たり、内袋なしの耐候性大型土のう（以下「大型土のう」という。）の積算単

価を5,400円とし、これに大型土のうの使用数量98,253袋を乗じて大型土のうの材料費を5億3

056万余円と算定していた。

しかし、福島事務所は、大型土のうの積算単価について、予定価格積算作業時点である28

年12月の物価資料単価は4,700円となっていたのに、誤って26年6月から27年2月までの間の物

価資料単価である5,400円を適用していた。

そこで、上記の4,700円を用いて大型土のうの材料費を算定すると4億6178万余円となり、

福島事務所が算定した大型土のうの材料費5億3056万余円はこれに比べて6877万余円割高とな

っていた。

このような事態が生じていたのは、福島事務所において、予定価格の積算に適用

する積算単価についての確認が十分でなかったことなどによると認められる。なお、

福島事務所は、会計検査院の指摘に基づき、審査担当部門を新設したり、積算担当

者会議において積算基準の内容に関する研修を実施したりするなどして、確認体制

等の強化を図っている。

イ 諸経費の算定が経済的に実施されていなかった事態

予定価格のうち、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等の諸経費は、積算基

準及び国交省積算基準によれば、直接工事費等を合算した額（以下「諸経費対象

額」という。）に、共通仮設費率、現場管理費率及び一般管理費等率（以下、これ

らの率を総称して「諸経費率」という。）をそれぞれ乗じて得た額の範囲内とする

ことなどとされている（積算基準における諸経費率の算定方法については図表1-24

参照）。
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図表1-24 積算基準における諸経費率の算定方法

（注）本図表は、積算基準（令和3年3月第14版）を基に会計検査院が作成したものである。

そして、一般的に、諸経費対象額が増加するほどには諸経費を構成する各費用は

増加しないことなどから、諸経費率は、諸経費対象額が大きくなるに従って逓減す

る仕組みとなっている。

また、実施中の工事（以下「前工事」という。）の受注者を相手方として随意契

約により前工事に関連する請負工事（以下「後工事」という。）を実施する場合、

国交省積算基準では、前工事と後工事とは密接不可分の関係にあることから、諸経

費の算定においては前工事と後工事とを一体的な工事とみなすこととなっている。

そして、後工事の諸経費の算定に当たっては、次のとおり、前工事と後工事を一括

して発注したこととして全体の諸経費を算定して、この額から前工事で計上してい

る諸経費の額を控除する調整を行うこととなっている（以下、このようにして行う

諸経費の調整方法を「合算調整」という。）。

全体（前工事と後工事を一
括して発注した場合）の諸 前工事で計上している諸経費

後工事の諸経費 ＝ 経費（前工事と後工事の合 － （前工事の諸経費対象額×これ
計の諸経費対象額×これに に応じた諸経費率）
応じた諸経費率）

前記のとおり、諸経費率は、諸経費対象額が大きくなるに従って逓減する仕組み

となっている。そのため、前工事と後工事を一括して発注したこととした場合、そ

の諸経費率は、諸経費対象額が後工事単独の諸経費対象額よりも大きくなることか

ら、後工事単独で発注した場合の諸経費率以下となる。

項目

算定対象額
300万円
以下

10億円を
超えるもの

300万円
以下

10億円を
超えるもの

500万円
以下

500万円を超え
30億円以下

30億円を
超えるもの

Ａ b Ａ b

率等 11.69 75.1 -0.1247 5.67 32.38 82.5 -0.0627 22.50 22.72 7.47

算定式 共通仮設費率

現場管理費率

一般管理費等率

Ｋｒ＝Ａ・Ｐ
ただし、Ｋｒ：共通仮設費率（％）　Ｐ：対象額（円）　　Ａ、ｂ：変数値

Ｊｏ＝Ａ・Ｎｐ
ただし、Ｊｏ：現場管理費率（％）Ｎｐ：純工事費（円）　Ａ、ｂ：変数値

適用区分
下記の率
とする

Ｇｐ＝-5.48972×LOG（Ｃｐ）＋59.4977 （％）
ただし、Ｇｐ：一般管理費等率（％）Ｃｐ：工事原価（円）（工事原価＝純工事費＋現場管理費）

現場管理費率

300万円を超え
10億円以下

下記の率
とする

算定式により
算出された率
とする。ただ
し、変数値は
下記による

一般管理費等率

下記の率
とする 算定式により

算出された率

300万円を超え
10億円以下

算定式により
算出された率
とする。ただ
し、変数値は
下記による

共通仮設費率

下記の率
とする

下記の率
とする

下記の率
とする

b

b
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なお、前工事又は後工事が土木工事とは積算体系が異なる建築工事等の場合は、

合算調整を行うこととなっていない。

一方、環境省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等で実施する工事のうち、主に

積算基準を用いて工事費を算定する除染事業の除染工事は、一般競争入札に付して

契約を締結することを原則とし、随意契約は想定していないとして、国交省積算基

準とは異なり、積算基準に合算調整を行うこととする規定を設けていない。

しかし、福島事務所は、図表1-25のとおり、廃棄物の仮置場に存置した敷鉄板の

管理、撤去等を行う土木工事11件を随意契約により実施していた。この11件は、一

般競争契約により請け負わせるなどして実施していた建築工事である被災建物等解

体撤去等工事等において、廃棄物等の重量により仮置場の地盤が沈下することを防

ぐために敷設された敷鉄板について、廃棄物を工期内に搬出することが困難となり、

翌年度以降も敷鉄板を継続して使用する必要が生じたことから、被災建物等解体撤

去等工事等の受注者を相手方として実施したものである。

そこで、上記の随意契約11件の諸経費について、合算調整を行って経済的に算定

しているかみたところ、福島事務所は、積算基準に合算調整の規定がないことなど

から、合算調整を行っていなかった。

しかし、図表1-25の各組合せにおいて最初に随意契約を締結した敷鉄板の管理、

撤去等を行う土木工事4件をそれぞれ前工事、この4件の前工事の工期内に敷鉄板を

撤去できなくなったことから当該契約の受注者を相手方として随意契約を締結した

敷鉄板の管理、撤去等を行う土木工事7件をそれぞれ後工事とすると、前工事と後工

事とがいずれも土木工事である組合せが4組生ずることとなる。
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図表1-25 敷鉄板の管理、撤去等を行う工事等の契約の概要

注(1) 会計検査院が、合算調整が可能であるとした契約に「前工事」又は「後工事」と記載している。

注(2) 番号3及び番号4の土木工事に対しては前工事となる。

注(3) 番号4の土木工事に対しては前工事となる。

注(4) 番号7の土木工事に対しては前工事となる。

これら4組に係る後工事7件（工事価格計9854万円）の諸経費（算定額計4724万余

円）については、組ごとに後工事の発注時点において契約を締結済みの土木工事を

前工事として、それらを一体的な工事とみなして、国交省積算基準を参考にして合

算調整を行うことが可能であり、合算調整により諸経費をより経済的に算定する必

要があったと認められる（低減できた諸経費の積算額計1198万円。別図表1-11参

照）。

組合せ 番号
種別
注(1)

工事等の種類 年度 契約の種類 契約名

建築工事
平成
27年度

一般競争契約
平成27年度（平成26年度繰越）葛尾村汚染廃棄
物対策地域における被災建物等解体撤去等工事

1 前工事 土木工事 28年度 随意契約 平成28年度葛尾村仮置場敷鉄板撤去等工事

2
後工事
注(2)

土木工事 29年度 随意契約 平成29年度葛尾村仮置場敷鉄板撤去等工事

3
後工事
注(3)

土木工事 30年度 随意契約
平成30年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事

4 後工事 土木工事
令和
元年度

随意契約
平成31年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事

建築工事
平成
28年度

一般競争契約
平成28年度葛尾村汚染廃棄物対策地域における
被災建物等解体撤去等工事

5 前工事 土木工事 29年度 随意契約
平成29年度葛尾村仮置場敷鉄板撤去等工事（そ
の2）

6
後工事
注(4)

土木工事 30年度 随意契約
平成30年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事（その2）

7 後工事 土木工事
令和
元年度

随意契約
平成31年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事（その2）

業務
平成
28年度

一般競争契約
平成28年度富岡町、双葉町及び葛尾村内対策地
域内廃棄物（木くず）処分等業務

8 前工事 土木工事 29年度 随意契約 平成29年度富岡町仮置場敷鉄板撤去等工事

9 後工事 土木工事 30年度 随意契約
平成30年度富岡町仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事

建築工事 29年度 一般競争契約
平成29年度葛尾村汚染廃棄物対策地域における
被災建物等解体撤去等工事

10 前工事 土木工事 30年度 随意契約
平成30年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事（その3）

11 後工事 土木工事
令和
元年度

随意契約
平成31年度葛尾村仮置場敷鉄板管理・撤去等工
事（その3）

①

②

③

④
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このような事態が生じているのは、環境本省において、後工事の諸経費を経済的

に算定するために合算調整を行うこととする規定を積算基準に設けるなどしていな

いことなどによると認められる。

ア及びイの事態が見受けられたことから、環境省においては、放射性物質汚染対処

特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算について、積算単価を適切に適用している

か確認したり、後工事の諸経費の算定に当たり合算調整を行ったりして、予定価格を

適切かつ経済的に積算するための取組を行う必要がある。

(3) 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の変更契約の状況

第1の2(4)のとおり、請負工事の発注に当たっては、事前の計画及び調査を慎重に行

い、設計変更の必要を生じないよう措置することとされており、福島事務所は、契約

委員会において、締結済みの工事請負契約及び業務委託契約を対象に、変更見込金額

の累計が請負代金額の30％を超える場合は、変更契約の適否について審査することと

している。このような審査を行うことについて、福島事務所は、工事や業務を追加し

て発注する必要が生じた場合に、公正性、競争性及び透明性の確保の観点から、請負

代金額の大幅な増額変更の理由を慎重に確認することが必要であることから実施して

いるとしている。

そこで、放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の変更契約の状況についてみ

たところ、次のとおりとなっていた。

ア 変更割合別の状況

福島事務所が28年4月から令和3年9月までの間に締結した契約984件のうち、当初

契約金額に対する増額変更金額の累計の割合（以下「増額変更割合」という。）が

30％を超える増額となっている契約についてみると、図表1-26のとおり、契約件数

は計169件（984件の17.2％）となっており、増額変更割合が100％を超えるものも5

9件（同6.0％）見受けられた（増額変更金額区分別の契約件数、増額変更金額等の

状況については別図表1-12参照）。そして、増額変更割合が最大のものは、当初契

約金額が5076万円であったのに対して最終契約金額が3億9047万余円と7倍以上にな

り、増額変更割合は669.3％となっていた。
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図表1-26 増額変更割合等別の契約件数及び金額の状況（平成28年4月～令和3年9月）

（注）「減額変更割合」とは、当初契約金額に対する減額変更金額の累計の割合をいう。

イ 増額変更理由

前記の169件について、増額変更理由を確認したところ、図表1-27のとおり、汚染

廃棄物の処理量の増加が全体の30.2％と最も多くなっており、この汚染廃棄物の処

理量の増加を含めた数量増を理由とするものが全体の76.3％を占めていた。福島事

務所は、増額変更理由として数量増が多くを占めるのは、契約締結後に住民の意向、

地域情勢等により事業の早期着手を求められたため締結済みの契約において処理す

る汚染廃棄物の量を増加させたこと、処理する汚染廃棄物等の数量を概算で発注し

て詳細設計において数量を確定させることとしたため数量が増加したことなどによ

るとしていた（増額変更割合が大きい契約及び増額変更理由については別図表1-13

参照）。そして、福島事務所は、契約委員会において変更理由を説明して変更契約

減額変更
割合

30％超
50％以下

50％超
100％以下

100％超

契約件数（件） 76 61 10 19 14 43

当初契約金額（百万円） 23,047 19,321 13,065 18,672 14,960 46,697

最終契約金額（百万円） 20,909 22,085 18,350 30,462 33,842 82,655

増減変更金額（百万円） △ 2,138 2,763 5,285 11,789 18,882 35,957

契約件数（件） 308 138 21 23 32 76

当初契約金額（百万円） 589,789 205,963 8,380 32,396 20,055 60,832

最終契約金額（百万円） 517,361 224,534 11,966 54,938 53,196 120,101

増減変更金額（百万円） △ 72,428 18,570 3,585 22,542 33,140 59,268

契約件数（件） 108 74 7 12 12 31

当初契約金額（百万円） 276,964 163,886 18,444 147,675 54,930 221,051

最終契約金額（百万円） 272,125 183,535 25,137 268,883 157,151 451,171

増減変更金額（百万円） △ 4,838 19,649 6,692 121,207 102,221 230,120

契約件数（件） 21 29 6 12 1 19

当初契約金額（百万円） 10,446 82,464 23,018 41,180 286 64,485

最終契約金額（百万円） 9,727 94,724 32,544 69,410 710 102,665

増減変更金額（百万円） △ 719 12,259 9,526 28,229 424 38,180

契約件数（件） 513 302 44 66 59 169

当初契約金額（百万円） 900,249 471,635 62,909 239,925 90,232 393,067

最終契約金額（百万円） 820,123 524,880 87,998 423,694 244,901 756,594

増減変更金額（百万円） △ 80,125 53,244 25,089 183,768 154,668 363,527

除染事業

汚染廃棄
物処理事
業

中間貯蔵
施設事業

特定復興
再生拠点
区域事業

計

事業区分 項目

増額変更割合

0％以下
0％超

30％以下
30％

超の計
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の適否について審査を受けた上で変更契約を締結しており、これにより新たに契約

を締結することなく事業の早期着手が可能となり、汚染廃棄物の早期処理等の諸課

題に迅速に対応できたとしている。

図表1-27 主な増額変更理由

東日本大震災復興基本法（平成23年法律第76号）に基づき平成23年7月に定められた

「東日本大震災からの復興の基本方針」等で定められた27年度までの集中復興期間に

おいては、除染工事の早期完了、汚染廃棄物の早期処理等に迅速に対応することが求

められており、新たに契約を締結する場合の手続に時間を要することなどを考慮する

と、増額変更割合が30％を超える変更契約を行い対応したことについては、やむを得

ない面があったと考えられる。

一方、集中復興期間に引き続く28年4月から令和3年9月までの間に締結した契約984

件については、契約締結後に住民の意向、地域情勢等により事業の早期着手を求めら

れたため、締結済みの契約において処理する汚染廃棄物の量を増加させたことなど、

集中復興期間と同様の事情もあったと考えられるものの、アのとおり、増額変更割合

が30％を超える契約が169件となっており、100％を超える契約も59件と一定程度見受

けられている。

しかし、福島第一原発事故の発生から11年が経過し、放射性物質汚染対処特措法3事

除染
事業

汚染廃棄
物処理事

業

中間貯蔵
施設事業

特定復興
再生拠点
区域事業

129 76.3 23 67 21 18

汚染廃棄物の処理量の増加 51 30.2 5 46 - -

建物解体によって生じた汚染廃棄物の量の増加 38 22.5 7 19 1 11

貯蔵する土壌量の増加 7 4.1 - - 7 -

中間貯蔵施設への輸送量の増加 5 3.0 - - 5 -

その他 28 16.6 11 2 8 7

28 16.6 15 6 7 -

7 4.1 4 - 2 1

5 3.0 1 3 1 -

169 100.0 43 76 31 19

契約
件数

（件）

左の
割合

（％）

事業区分

数
量
増

工期の延長

工種の追加・業務内容の追加

その他

計

増額変更理由
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業等が進捗して契約実績も蓄積されてきていることなどを踏まえると、今後、請負工

事等の発注に当たっては、放射性物質汚染対処特措法3事業等の特性を考慮した上で、

これまでに実施してきた工事等により得られた知見やノウハウを生かして対象数量を

見込むなどして、大幅な増額変更とならないよう取組を行う必要がある。

2 各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況

(1) 受注者の事業実施体制等の全般的な状況

環境省が締結した放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約のうち、会計検査院

法第23条第1項第7号の規定により検査することを決定した33会社が受注した契約110件

について、受注者をＪＶと単体の別に区分すると、ＪＶ68件（当初契約金額計6154億

余円）、単体42件（当初契約金額計1244億余円）となっていた（上記の契約110件の事

業区分別の契約件数等については別図表2-1参照）。

受注者は、工事の施工に当たり、契約図書に定められた工期を遵守するとともに、

目的物の出来形、品質等の確保を図る必要があり、共通仕様書等に従って施工管理を

行わなければならない。また、放射性物質汚染対処特措法3事業等においては、除染事

業の中には数千人規模の多くの作業員を確保する必要がある除染工事があったり、汚

染廃棄物処理事業では作業が廃棄物の収集、運搬、破砕選別等に分業されていたりな

どするため、受注者は、多数の下請業者に対して作業を発注している。そのため、受

注者は、下請業者を適切に選定して、下請業者と締結した請負契約等に基づいて、下

請業者が行う工事の施工に関して適切な指導等を行う必要がある。

そこで、受注者が施工管理をどのように行っているか、下請業者の選定、下請業者

が行う工事の施工に関する指導等をどのように行っているかみたところ、次のような

状況となっていた。

受注者がＪＶの場合は、甲型ＪＶか乙型ＪＶかを問わず、協定書、協定書細則等に
(注8) (注9)

基づき設けられた運営委員会において、工事の施工の基本に関する事項等を協議して

決定していた。そして、甲型ＪＶでは幹事会社が中心となって、乙型ＪＶでは各構成

員が自社の分担工事範囲を対象として、それぞれ施工計画書に基づいて作業が実施さ

れているか、予定どおり進捗しているかなどを監理技術者等に確認させるなどして施

工管理を行っているとしていた。また、受注者が単体の場合は、自らが自社の規程に

基づき、上記と同様の施工管理を行っているとしていた。

（注8） 甲型ＪＶ ＪＶの構成員が一体となって施工（共同施工方式）するＪ
Ｖ
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（注9） 乙型ＪＶ ＪＶの構成員それぞれが自らの分担工事を施工（分担施工
方式）するＪＶ

そして、受注者は、共通仕様書等に基づき、工事の名称、工期、下請業者の名称及

び住所等を記載した施工体制台帳を作成して工事現場に備えるとともに、その写し及

び下請業者との契約書の写しを発注者の監督職員に提出していた。受注者から作業を

受注した下請業者（以下「1次下請業者」という。）は、工事内容の専門化、分業化及

び工法の多様化に対応するなどのため、作業を更に下請業者に発注すること（以下、

1次下請業者から作業を受注した下請業者を「2次下請業者」という。）があり、その

ような場合、受注者は、2次下請業者以降の下請業者も含めた施工体制台帳を作成して

工事現場に備えるとともに、1次下請業者と2次下請業者との間で締結した契約書等に

ついても発注者の監督職員に提出していた。

また、下請業者の選定について、単体として受注した受注者、甲型ＪＶの幹事会社

及び乙型ＪＶの各構成員は、共通仕様書に定められた要件（別図表2-2参照）や発注者

から契約ごとに示された要件を満たすことのほか、自社の規程に基づき、経営内容に

問題はないか、従業員や技術者が確保されて施工能力に問題はないか、品質保証は適

切に行われることとなっているか、コンプライアンスや情報管理に問題はないかなど

を考慮して、原則として、自社と恒常的な取引関係がある協力会社の中から選定した

としていた。

そして、前記の契約110件のうち、契約期間が満了していないことから下請業者の階

層数を確定できなかった16件を除いた94件における下請業者の階層数をみたところ、

図表2-1のとおり、下請業者の階層数別の契約件数は、階層数が3次となっていた契約

が32件と最も多くなっており、94件の契約の平均階層数は2.7次となっていた。

図表2-1 下請業者の階層数別の契約件数
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受注者は、下請業者が行う工事の施工に関して、下請業者の作業員に対する教育時、

日々の打合せ等において、施工計画書等に基づく作業方法を下請業者に対して指示し、

作業手順の確認を行うなどして、下請業者に対する指導を行っているとしており、2次

下請業者以降の下請業者に対しては、直接又は1次下請業者を通じるなどして、現場に

おける作業実施のルールや事故防止のための説明を行う新規現場入場時教育等の指導

を実施しているとしていた。

(2) 受注者の事業実施体制等に対する国の監督等の全般的な状況

環境省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等の実施に当たって、工事請負契約の適

正な履行を確保するために、契約図書、「請負工事監督検査の事務処理について」

（平成19年10月大臣官房会計課長等通知）等に基づいて、工程の管理、立会い、工事

の実施状況の検査を行うなどしていた。また、同省は、放射線量低減対策特別緊急事

業費補助金の交付先であり除染工事の発注者となる福島県及び同県の市町村に対して、

「放射線量低減対策特別緊急事業費補助金交付要綱」（平成24年3月環水大総発第120

302001号）等に基づいて、事業の実施内容、除去土壌等の保管、運搬等の事業実施に

関する確認項目を示したり、事業実施に関する問合せに応答したりするなどしていた。

さらに、同省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等の所管省庁として、「平成二十

三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放

出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法施行規則」（平成

23年環境省令第33号。以下「施行規則」という。）において、汚染廃棄物の処理基準

を定めており、発注者は同基準に基づくなどして設計図書を定めて受注者にその履行

を求めていた。

(3) 不適切な事案に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況

第1の2(5)のとおり、環境省は、平成25年1月に除染適正化推進本部を設置したり、

除染適正化プログラムを作成したりするとともに、警告決議に対する措置において監

督体制の強化を図っているなどとしている。しかし、その後においても、受注者が除

染工事等の実施に当たって法令に違反する行為を行うなどしたとして、発注者が定め

ている指名停止措置又は文書による注意（以下、指名停止措置と文書による注意を合

わせて「指名停止等の措置」という。）に関する規程に基づき、指名停止等の措置を

行った事案が発生している。そして、受注者が除染工事等の実施に当たって法令に違

反する行為を行うなどした事案が国直轄事業及び国庫補助事業において発生しており、
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報道等がなされたり、同省が公表したりしている。

そこで、同省が平成27年度決算に関する参議院の議決について講じた措置及び平成

28年度決算に関する参議院の議決について講じた措置において監督体制の強化を図っ

ているとしていることなどを踏まえて、受注者が除染工事等の実施に当たり契約図書

の内容に違反した行為を行っていた事案及び受注者が発注者に対して費用を過大に請

求していた事案（以下、これらの事案を総称して「不適切な事案」という。）を対象

として、環境本省、発注者である福島事務所及び市並びに不適切な事案に係る契約の

受注者において、受注者の事業実施体制等並びに環境省及び発注者の監督等の状況や

不適切な事案を受けての指名停止等の措置の状況を検査した。また、一部の不適切な

事案については、事案発生の当事者となった下請業者及び当該下請業者に指示や指導

を行っていた1次下請業者等の事業者（以下、これらの事業者を合わせて「当事者等」

という。）に対して聞き取りを行うなどして事案発生時の状況等を調査した。その結

果、次のような状況となっていた。

ア 受注者が除染工事等の実施に当たり契約図書の内容に違反した行為を行っていた

事案

受注者が除染工事等の実施に当たり契約図書の内容に違反した行為を行っていた

事案は、受注者が、除去土壌等又は被災建物の解体撤去により生じた廃棄物（以下

「解体廃棄物」という。）について、契約図書において指定された仮置場等に運搬

することなく不法に投棄するなどしていたものである（各事案の概要については別

図表2-3（事案No.1～事案No.5）参照）。

これらの事案は、環境省が、25年1月に、除染適正化推進本部を設置して適正な除

染の推進方策の検討を行ったり、除染適正化プログラムを作成して体制強化を実施

したりなどした後に生じたものであり、中には、警告決議に対する措置として監督

体制の強化を図るなどした後に生じたものもある。

除去土壌等及び解体廃棄物は、放射性物質汚染対処特措法の規定に基づき、投棄

が禁止されている。そして、施行規則等によれば、保管に当たっては、保管の場所

から飛散したり流出したりしないように容器に収納するなど必要な措置を講ずるこ

と、保管に伴い生ずる汚水による公共の水域及び地下水の汚染を防止するために保

管場所の底面を遮水シートで覆うなどの必要な措置を講ずることなどとされている。

しかし、除去土壌等及び解体廃棄物が、適切に管理された仮置場等に搬入される
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ことなく投棄や埋設されると、上記のような措置が講じられず、その周辺の環境に

影響を及ぼすおそれが生ずることになる。

そのため、発注者は、除去土壌等及び解体廃棄物が適切に管理された仮置場等に

確実に搬入されるよう、契約図書を定めて、その適正な履行を求めるとともに、こ

れを確保するために適切で厳正な監督を行う必要がある。また、環境省は、放射性

物質汚染対処特措法3事業等の所管省庁として、不法投棄等を防止するために効果的

な監督等の仕組みを整備する必要がある。

そこで、発注者が実施していた監督、事案の発生を受けた監督等の仕組みの見直

し、不法投棄等の発生を防止するための仕組み及び事案の発生を受けて環境省等が

講じた指名停止等の措置はどのようになっているかについてみたところ、次のよう

な状況となっていた。

(ｱ) 発注者が実施していた監督及び事案の発生を受けた監督等の仕組みの見直し並

びに不法投棄等の発生を防止するための仕組み

除去土壌等及び解体廃棄物について、発注者はどのように契約図書を定めて監

督において確認しているか、環境省は事案の発生を受けて監督等の仕組みをどの

ように見直しているか、不法投棄等の発生を防止するための仕組みはどのように

なっているかみたところ、次のような状況となっていた。

ａ 契約図書等に基づく監督

発注者は、除去土壌等及び解体廃棄物について、契約図書に基づいて、当初

契約の数量総括表において、除去する土壌の面積、解体する建物等の面積や棟

数、運搬車両台数や運搬体積等について概算の数量を示しており、除染工事等

の施工後に実際に施工された数量に基づいて変更した数量総括表を基に精算を

行っていた。そして、発注者は、契約図書、「公共事業の品質確保のための監

督・検査・成績評定の手引き」（平成22年7月国土交通省全国総括工事検査官等

会議）等に基づいて、実際に除去した土壌の面積、解体した建物等の面積や棟

数、運搬車両台数や運搬体積が、それぞれ変更後の数量総括表等の設計図書の

内容に沿ったものとなっているかなどについて、除去又は解体の現場における

立会いや、受注者が撮影した写真、受注者が提出した資料等を確認することに

より監督していた。

また、除去土壌等及び解体廃棄物の収納、保管及び運搬の方法について、発
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注者は、設計図書の一つとして除染関係ガイドラインを示していた。同ガイド

ラインにおいては、廃棄物の種類に応じてフレキシブルコンテナや土のう等に

収納するよう規定するとともに、仮置場等に運搬して保管することとされてい

る。そして、設計図書において除去土壌等を現場保管することとされていた事

案No.3を除いた4事案において、発注者は、除去土壌等及び解体廃棄物の運搬に

当たって、設計図書に基づき、受注者に対して、運搬先の仮置場等を指示し、

仮置場等へ搬入した重量や線量について計測して記録させていた。さらに、事

案No.4及び事案No.5においては、解体廃棄物の種類、重量、線量、車両番号等

を記載した運搬記録について監督職員に報告させていた。

ｂ 事案の発生を受けた監督等の仕組みの見直し

不法投棄等の事案は、国直轄事業及び国庫補助事業において発生している。

環境省は、国直轄事業で不法投棄等の事案が発生したことを受けて、再発防止

通知を事業者に対して発出したり、段階確認の項目や実施時期の明確化を図っ

たりするなどして、30年10月までに監督等の仕組みを見直していた。

また、同省は、事案No.1の発注者である福島県田村市及び事案No.3の発注者

である同県郡山市に対して、それぞれ再発防止策の実施状況を報告させたり、

契約期間中に不適切な事案が発覚した事案No.2については委託監督員を増員し

てパトロールを強化したりするなどしていた。

ｃ 不法投棄等の発生を防止するための仕組み

発注者は、ａのとおり、契約図書等に基づき監督していたが、監督において

不法投棄等は発見されず、また、環境省は、ｂのとおり、事案の発生を受けて

監督等の仕組みを見直していたが、見直し後においても、結果として事案No.5

のような不法投棄等の事案が発生していた。

そこで、発注者が実施していた監督や同省による監督等の仕組みの見直しの

状況を踏まえて、不法投棄等の発生を防止するための仕組みについてみたとこ

ろ、次のような状況となっていた。

(a) 除去土壌等及び解体廃棄物の数量の確認

不法投棄等の事案は、いずれの事案においても除去又は解体した現場から

仮置場等に搬入されるまでの過程において発生していることから、除去土壌

等及び解体廃棄物が不法投棄等されることなく仮置場等に確実に搬入された
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かを確認するためには、発生した数量と仮置場等に搬入された数量とが合致

しているかを確認することが有効であると考えられる。

そこで、発注者は除去土壌等及び解体廃棄物が発生した数量と仮置場等に

搬入された数量とをどのように確認しているかみたところ、ａのとおり、設

計図書において記録及び報告させることとしているのは、いずれも仮置場等

へ搬入した重量等となっていた。そして、発注者は、契約図書において、除

去土壌等及び解体廃棄物が発生した現場においてその重量を記録及び報告さ

せることとしておらず、契約図書等に基づく監督においても確認することと

していなかった。また、事案の発生を受けて環境省が行った監督等の仕組み

の見直しは、ｂのとおり、段階確認の項目や実施時期の明確化を図るように

するなど契約図書等に基づいて行う監督の範囲にとどまるものとなっていて、

除去土壌等及び解体廃棄物について、発生した重量と仮置場等に搬入された

重量とが合致しているかを確認する仕組みについては検討していなかった。

(b) 除去土壌等及び解体廃棄物の処分過程に係る管理制度

除去土壌等及び解体廃棄物が不法投棄等されることなく仮置場等に確実に

搬入されたかを確認するためには、除去土壌等及び解体廃棄物の発生から仮

置場等への搬入までの一連の流れを管理することが有効であると考えられる。

そこで、除去土壌等及び解体廃棄物の処分過程に係る管理制度についてみ

たところ、次のとおりとなっていた。

廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号。以

下「廃棄物処理法」という。）等に従って処分等を行うこととなっている。

廃棄物処理法によれば、事業者は、事業活動に伴って生じた廃棄物（以下

「産業廃棄物」という。）の運搬又は処分を他人に委託する場合、産業廃棄

物管理票を交付するなどして、都道府県知事に報告書を提出しなければなら

ないなどとされており、事業者は最終処分に至るまでの過程を管理すること

とされている（以下、産業廃棄物管理票を交付して廃棄物の管理を行う制度

を「産業廃棄物管理票制度」という。）。

このように、産業廃棄物については、処分の流れを管理し、最終的に適切

に処理されたことを確認し、環境汚染を未然に防ぐことができる制度となっ

ている。
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そして、放射性物質汚染対処特措法では、廃棄物処理法に規定する産業廃

棄物であって事故由来放射性物質により汚染され又はそのおそれがあるもの

については産業廃棄物管理票制度の対象とされている。

一方、除去土壌等及び解体廃棄物は産業廃棄物には該当しないことから、

産業廃棄物管理票制度は適用されないこととなっている。

環境省は、放射性物質汚染対処特措法3事業等の所管省庁として、施行規則

において汚染廃棄物の処理基準を定めて、除去土壌等及び解体廃棄物につい

ても、収集、運搬、保管及び処分の基準を定めているものの、適切に仮置場

等に搬入されるまでの処分過程に係る管理制度は整備していなかった。

同省は、ｂのとおり、監督等の仕組みの見直しを行っているが、見直し後にお

いても、結果として不法投棄等の事案が発生している。このような事案が発生し

ているのは、一義的には受注者において契約図書の内容に従った履行をすること

に対する認識が欠けていたことによるが、同省において、除去土壌等及び解体廃

棄物が不法投棄等されることなく仮置場等に確実に搬入されたかを確認するため

の仕組みなど不法投棄等の発生を防止するための仕組みを整備していなかったこ

とにもよると考えられる。

同省においては、今後も、これまでに不法投棄等が生じた工事と同様の除去土

壌等及び解体廃棄物を仮置場等に搬入するなどの工事が多数実施されることが見

込まれることを踏まえて、事業者に対して引き続き注意喚起を行うとともに、同

省がこれまでに講じてきた対策を検証して、不法投棄等の発生を防止するために

必要な制度や効果的な仕組みの整備を検討することが必要である。

(ｲ) 事案の発生を受けて環境省等が講じた指名停止等の措置の状況

環境省は、指名停止等の措置に関する規程として、「工事請負契約等に係る指

名停止等措置要領について」（平成13年1月環境会第9号）及び「工事請負契約等

に係る指名停止等措置要領の運用基準について」（平成20年6月環境会発第08062

0002号。以下、両者を合わせて「措置要領等」という。）を定めている。

同省は、福島事務所が発注した事案No.2、事案No.4及び事案No.5の各受注者に

対して、措置要領等に基づき、指名停止等の措置を講じていた。一方で、同省は、

事案No.2の当事者等に対して、措置要領等に基づき、指名停止等の措置を講じて

いたものの、事案No.4及び事案No.5については、当事者等のうち、福島事務所が
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発注する工事に関する工事競争参加有資格者ではない下請業者に対しては、それ

ぞれ指名停止等の措置を講じていなかった。

そして、同省は、国直轄事業で発生した不適切な事案において、指名停止措置

を講じた場合には、事案の内容によっては地方公共団体においても指名停止措置

を講ずる可能性があるとして、当事者等に関する情報を地方公共団体と共有して

いたが、当事者等が同省が発注する工事に関する工事競争参加有資格者でないと

して指名停止等の措置を講じないとした場合は、当事者等に関する情報を地方公

共団体と共有することとしていなかった。

同省は、会計検査院の検査を踏まえて、不適切な事案の当事者等が工事競争参

加有資格者でない場合においても、地方公共団体に当該当事者等の情報を示すこ

とは、不適切な事案の防止に有効であるとし、今後、当事者等の情報を共有する

ことを検討するとしている。

イ 受注者が発注者に対して費用を過大に請求していた事案

受注者が発注者に対して費用を過大に請求していた事案は、受注者が発注者に対

して、竹林間伐工の費用又は作業員の宿泊費を過大に請求していたり、実際には作

業員に支払っていない特殊勤務手当を請求したりしていたものである（各事案の概

要については別図表2-4（事案No.6～事案No.9）参照）。

上記事案のうち事案No.8は、4事案中で費用を過大に請求していた額が最も多くな

っており、その概要は、次のとおりである。

(ｱ) 契約の概要

福島県いわき市は、いわき市久之浜、大久両地区において、家屋等、家屋等近

傍の林地及び農地の除染を行い放射線量の低減を図るために、除染事業として、

24年10月に、「久之浜・大久地区除染業務委託」（契約期間24年10月から26年8月

まで）を久之浜・大久地区除染業務委託間・水中共同企業体と当初契約金額26億

7750万円（最終契約金額56億5768万余円）で締結している。

本件契約において、作業員の宿泊費は、同市と受注者との間の協議により、宿

泊の実績を踏まえて変更契約において計上することとしている。同市は、26年9月

に、業務完了を確認するための検査を行った後に、宿泊費を含めて契約金額を受

注者に支払っていた。

(ｲ) 事案の概要
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本件事案に係る同市の報告書によれば、受注者であるＪＶの幹事会社となって

いた株式会社安藤・間（25年3月31日以前は株式会社間組）の現場事務所の社員Ａ

は、作業員の宿泊費に係る領収書について、宿泊の実績よりも過大な金額となる

ように下請業者に対して改ざんを指示したとされている。そして、同社は、改ざ

んされた領収書等に基づき宿泊費の報告書を作成して、社内の他部署による確認

を経ることなく、26年8月に、同市に提出して作業員の宿泊費を過大に請求したと

されている。

上記の過大請求は、29年6月に報道が契機となって発覚した。

(ｳ) 発注者の監督等の状況

同市によると、契約図書及び福島県が定めた「東日本大震災の復旧・復興事業

等における積算方法に関する試行要領」（平成24年6月技術管理課長通知）に基づ

き、同市の監督職員が受注者から提出された領収書等を随時確認するなどしてい

たが、受注者による金融機関への宿泊費の振込実績までは確認しなかったとして

いた。

(ｴ) 事案の発生を受けた監督等の仕組みの見直し

環境省は、本件事案及び本件事案と同様に宿泊費を過大に請求していた事案No.

7について、事案の重大性を考慮して、放射性物質汚染対処特措法3事業等に関わ

る事業者一般に対しても注意喚起する必要があると判断して、29年10月に、建設

業者が加盟する一般社団法人日本建設業連合会及び一般社団法人全国建設業協会

に対して、「今後の除染・中間貯蔵施設・放射性物質汚染廃棄物処理の安全・安

心な事業の推進について（通知）」（平成29年10月環循事発第1710041号）の再発

防止通知を発出した。上記の再発防止通知には、事案No.7の概要のほか、法令遵

守の徹底、下請業者への指導、確認体制や情報共有体制の再点検等を行うよう依

頼する旨を記載していた。

そして、同省は、29年10月に、「宿泊費実績変更精算にかかる証憑等確認の強

化について」（平成29年10月事務連絡）を除染等工事受注者に対して発出して、

同省に提出する実績申請書類のダブルチェック、従来提出させていた領収書に加

えて金融機関への振込実績が分かる証ひょうの提出を求めるなどしており、発注

者において宿泊の実績を踏まえて宿泊費を変更契約において精算する際の証ひょ

う等確認の強化を行っていた。
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(ｵ) 事案の発生を受けて環境省等が講じた指名停止等の措置の状況

同市は、「いわき市競争入札有資格者指名停止等措置要綱」（平成28年3月制

定）に基づき、本件過大請求は不正又は不誠実な行為に該当するとして、同社に

対して期間を12か月とする指名停止措置を講じていた。一方、環境省は、本件事

案を引き起こした社員Ａは逮捕又は起訴の対象となっていなかったことから、同

社に対して措置要領等に基づく指名停止等の措置を講じていなかった。

(ｶ) 事案の発生を受けて受注者が講じた措置

同社は、宿泊の実績を踏まえて宿泊費を算定する際の社内での確認体制が十分

でなかったことなどが発生原因であるとして、再発防止策として、宿泊費の請求

に当たっては、現場事務所の技術系社員による確認に加えて、新たに事務担当社

員を配置して確認することとした。

そして、同社は、宿泊費の過大請求額について同市に返還の申入れを行い、30

年2月に1億1342万余円を同市に返還した。
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第3 検査の結果に対する所見

1 検査の結果の主な内容

会計検査院は、前記要請の放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札、契約等の

状況並びに各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況に

ついて、合規性、経済性、効率性、有効性等の観点から、①放射性物質汚染対処特措法

3事業等の入札、落札及び契約の状況はどのようになっているか、特に、1者応札となっ

たものに係る契約金額等の状況はどのようになっているか、また、環境省が行っている

競争性確保のための取組はどのようになっているか、予定価格の積算は経済性を考慮し

て適切に行われているか、②放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る受注者における事

業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況はどのようになっているか、除染事業

等における不適切な事案に関して環境省が整備している仕組みは事案の再発を防止する

効果的なものとなっているかなどに着眼して検査を実施した。

検査の結果の主な内容は、次のとおりである。

(1) 各事業の入札、契約などの状況、特に、1者応札となったものに係る契約金額の状況

（10～44ページ参照）

ア 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の状況等

福島事務所が28年4月から令和3年9月までの間に締結した契約984件について契約

方式別の契約件数及びその比率をみると、一般競争契約735件（全体の74.7％）、随

意契約249件（同25.3％）となっていた（11～13ページ参照）。

上記の一般競争契約735件について1者応札率をみたところ49.3％となっていた

（14、15ページ参照）。

契約内容区分別に1者応札率を比較したところ、工事契約では29.5％と放射性物質

汚染対処特措法3事業等全体の49.3％より19.8ポイント低くなっていたが、建設コン

サルタント業務等契約では62.1％と放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応

札率より12.8ポイント高くなっているとともに、1者応札となった契約の件数が最も

多くなっていた。総合評価落札方式による建設コンサルタント業務等契約の1者応札

率について、事業区分により1者応札率に差があるかみると、汚染廃棄物処理事業及

び中間貯蔵施設事業の建設コンサルタント業務等契約で、それぞれ1者応札率が97.

9％及び67.9％となっていて、放射性物質汚染対処特措法3事業等全体の1者応札率よ

りそれぞれ48.6ポイント及び18.6ポイント高くなっていた（17～20ページ参照）。
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また、応札者数と落札率との関係をみると、複数応札となった契約の平均落札率

は全体で81.3％であるのに対して、1者応札となった契約の平均落札率は全体で94.

6％と13.3ポイント高くなっていて、いずれの契約内容区分においても、1者応札と

なった契約の平均落札率が複数応札となった契約より高くなっていた（21、22ペー

ジ参照）。

事業実施地域を市町村単位として発注される契約の入札、落札等の状況をみると、

環境省が、平成29年度以降に、6町村において実施している特定復興再生拠点区域事

業の除染工事等契約の1者応札率は、6町村いずれにおいても当該町村における29年

度までに終了している除染事業の除染工事契約より低くなっていた。一方、5町村に

おいて、特定復興再生拠点区域事業の工事監理・監督支援業務契約の1者応札率は、

除染事業の工事監理・監督支援業務契約より高くなっていた。また、除染事業及び

特定復興再生拠点区域事業の工事監理・監督支援業務契約については、発注があっ

た9市町村のうち8市町村において、1者応札による継続受注となっている契約が見受

けられた（26～33ページ参照）。

環境省が行っている1者応札率の低減を始めとする競争性の確保のための取組のう

ち1者応札等アンケートについてみると、同省は、試行的に取り組むという理由によ

り環境本省が締結する契約のみとしていたのを各地方環境事務所等まで拡充すると

している（34～36ページ参照）。

イ 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算

積算単価の適用についてみると、誤って予定価格積算作業時点から1年以上前の時

点の物価資料単価を適用しており、その結果、材料費が割高となっていた工事契約

が11件（割高となっていた積算額計2億0910万余円）見受けられた（36、37ページ参

照）。

諸経費の算定についてみると、前工事と後工事とがいずれも土木工事である組合

せ4組に係る後工事7件の諸経費については、組ごとに後工事の発注時点において契

約を締結済みの土木工事を前工事として、それらを一体的な工事とみなして、国交

省積算基準を参考にして合算調整を行うことが可能であり、合算調整により諸経費

をより経済的に算定する必要があったと認められる（低減できた諸経費の積算額計

1198万円）（37～41ページ参照）。

ウ 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の変更契約の状況
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変更割合別の状況についてみると、前記984件のうち、増額変更割合が30％を超え

る増額となっている契約件数は169件となっており、増額変更割合が100％を超える

ものも59件見受けられた（41、42ページ参照）。

増額変更理由についてみると、汚染廃棄物の処理量の増加が全体の30.2％と最も

多くなっており、この汚染廃棄物の処理量の増加を含めた数量増を理由とするもの

が全体の76.3％を占めていた。福島事務所は、契約委員会において変更理由を説明

して変更契約の適否について審査を受けた上で変更契約を締結しており、新たに契

約を締結することなく事業の早期着手が可能となり、汚染廃棄物の早期処理等の諸

課題に迅速に対応できたとしている（42、43ページ参照）。

27年度までの集中復興期間においては、除染工事の早期完了、汚染廃棄物の早期

処理等に迅速に対応することが求められており、新たに契約を締結する場合の手続

に時間を要することなどを考慮すると、増額変更割合が30％を超える変更契約を行

い対応したことについては、やむを得ない面があったと考えられる（43ページ参

照）。

一方、集中復興期間に引き続く28年4月から令和3年9月までの間に締結した契約9

84件については、契約締結後に住民の意向、地域情勢等により事業の早期着手を求

められたため、締結済みの契約において処理する汚染廃棄物の量を増加させたこと

など、集中復興期間と同様の事情もあったと考えられるものの、前記のとおり、増

額変更割合が30％を超える契約が169件となっており、100％を超える契約も59件見

受けられている（43ページ参照）。

(2) 各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況（44～54

ページ参照）

環境省は、不法投棄等の事案の発生を受けて、再発防止通知を発出したり、段階確

認の項目や実施時期の明確化を図ったりするなどして、監督等の仕組みを見直してい

る（49ページ参照）。

しかし、監督等の仕組みの見直し後においても、結果として不法投棄等の事案が発

生している。このような事案が発生しているのは、一義的には受注者において契約図

書の内容に従った履行をすることに対する認識が欠けていたことによるが、同省にお

いて、除去土壌等及び解体廃棄物が不法投棄等されることなく仮置場等に確実に搬入

されたかを確認するための仕組みなど不法投棄等の発生を防止するための仕組みを整
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備していなかったことにもよると考えられる（49～51ページ参照）。

2 所見

政府は、放射性物質汚染対処特措法等の枠組みの下、今日まで、多額の国費を投じて

放射性物質汚染対処特措法3事業等を実施してきている。

福島第一原発事故の発生から11年が経過したものの、福島県内においては、放射性物

質汚染対処特措法3事業等はいずれも実施中であり、今後も放射性物質汚染対処特措法3

事業等の適切で経済的かつ効率的な実施が求められている。また、環境省等が放射性物

質汚染対処特措法3事業等を実施する過程では、除染適正化推進本部を設置したり、除染

適正化プログラムを作成したり、警告決議に対する措置を講じたりした後においても、

不適切な事案が生じており、各事業に係る契約を履行する受注者の適切な事業実施体制

等や環境省等による適切で厳正な監督等が求められている。

ついては、環境省において、今後、次の点に留意して、放射性物質汚染対処特措法3事

業等に適切に取り組む必要がある。

(1) 各事業の入札、契約などの状況、特に、1者応札となったものに係る契約金額の状況

ア 環境省は、競争性の確保に取り組んできているとしているが、今後も、放射性物

質汚染対処特措法3事業等に係る契約において、1者応札率の低減のために有効と考

えられる取組の状況を確認し、契約ごとに1者応札等となった要因を把握するなどし

て、競争性の確保について引き続き取り組むこと

イ 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約の予定価格の積算について、積算単

価を適切に適用しているか確認したり、後工事の諸経費の算定に当たり合算調整を

行ったりして、予定価格を適切かつ経済的に積算するための取組を行うこと

ウ 変更契約について、福島第一原発事故の発生から11年が経過し、放射性物質汚染

対処特措法3事業等が進捗して契約実績も蓄積されてきていることなどを踏まえて、

今後、請負工事等の発注に当たっては、放射性物質汚染対処特措法3事業等の特性を

考慮した上で、これまでに実施してきた工事等により得られた知見やノウハウを生

かして対象数量を見込むなどして、大幅な増額変更とならないよう取組を行うこと

(2) 各事業に係る受注者の事業実施体制等及びこれに対する国の監督等の状況

不法投棄等の事案について、事業者に対して引き続き注意喚起を行うとともに、環

境省がこれまで講じてきた対策を検証して、不法投棄等の事案の発生を防止するため

に必要な制度や効果的な仕組みの整備を検討すること
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以上のとおり報告する。

会計検査院としては、放射性物質汚染対処特措法3事業等の入札、落札、契約金額等の状

況について、今後も引き続き検査していくこととする。
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別図表0-1 積算基準の改定状況及び主な改定内容

改定版数 改定年月 主な改定内容

第1版 平成24年10月 吸引作業車による表土の削り取りを追加

第2版 25年 1月 歩掛調査結果等による改定及び共通仮設費（営繕費）の
改定

第3版 25年 2月 放射線の事前測定データ整理作業を修正

第4版 25年 4月 共通仮設費（安全費）を改定

第5版 25年 6月 共通仮設費（営繕費）を改定

第6版 25年 9月 共通仮設費の区分と積算内容を一部改定

第7版 26年 4月 歩掛調査結果等による歩掛かりの見直し

第8版 27年 3月 現場管理費率及び一般管理費等率の算定式に係る率並び
に変数値を改定

第9版 28年 3月 各歩掛かりに適用範囲を追加

第9版 28年 6月 共通仮設費率及び現場管理費率の算定式に係る率並びに
（改定版） 変数値を改定

第10版 29年 4月 共通仮設費率及び現場管理費率の補正値を改定

第11版 30年 4月 一般管理費等率を改定

第11版 30年 5月 共通仮設費率及び現場管理費率の補正値を改定
（改定版）

第12版 31年 4月 排水処理（沈殿処理）の歩掛かりを改定

第12版 令和元年 9月 材料単価の決定方法を改定。これに合わせて特別調査に
（改定版） よる材料単価決定方法を追加

第13版 2年 4月 草木等の破砕等の歩掛かりを改定

第14版 3年 3月 保護層（集水補助層）撤去等の歩掛かりを追加

第15版 4年 3月 工事費の構成の改定
保護層（集水補助層）撤去等の歩掛かりを改定

(注) 本図表は、積算基準の改定履歴を基に会計検査院が作成したものである。



- 62 -

別図表0-2 警告決議の内容及び警告決議に対して講じた措置の内容

警告決議のうち検査の要請に関する項目の 警告決議に対して講じた措置のうち検査の
内容 要請に関する項目の内容

平成27年度決算に関する議決 平成27年度決算に関する参議院の議決につ

（平成29年6月7日） いて講じた措置

（平成30年1月内閣財第6号）

７ 福島県内において実施された放射性物 ７ 除染事業における不適正事案について

質の除染事業をめぐり、環境省福島環境 除染事業における不適正事案について

再生事務所の職員が下請受注の便宜を図 は、関係者に対して厳正な処分を行った

った疑いにより収賄罪で起訴されたこ ところである。

と、除染廃棄物の不法埋設事案等が明ら また、再発防止策として、職員への訓

かになったことは、極めて遺憾である。 示、倫理保持についての個別指導及び環

政府は、復旧・復興事業において違法 境省福島地方環境事務所における組織管

行為が行われたことを重く受け止め、事 理体制の強化を図るとともに、受注業者

態の発生要因の解明を十分に行うととも 等へのコンプライアンス徹底に係る要請

に、職員への倫理指導の徹底、組織管理 や監督体制の強化に取り組んでいるとこ

体制の見直し、共同企業体等への監督強 ろである。

化を図ることなどにより、再発を防止 引き続き、除染事業の適切な実施に努

し、除染事業を適切に実施すべきであ めてまいりたい。

る。

平成28年度決算に関する議決 平成28年度決算に関する参議院の議決につ

（30年6月27日） いて講じた措置

（平成31年1月内閣財第5号）

７ 除染事業における不適切な事案に対 ７ 福島第一原子力発電所事故の除染事業

し、平成29年6月に本院が警告決議によ における相次ぐ不適切事案について

り是正を促したが、除染の請負事業者に 福島第一原子力発電所事故の除染事業

よる宿泊費の水増し請求や、汚染土壌を における相次ぐ不適切事案については、

詰めた汚染袋の不適切な取扱いなど、い 関係者に対して指名停止措置等を行った

まだに除染事業に係る不正や不適切な事 ところである。

案が相次いでいることは、極めて遺憾で また、再発防止策として、環境省福島

ある。 地方環境事務所における宿泊費の請求内

政府は、不適切な事案が後を絶たない 容の確認を強化するとともに、受注業者

ことを重く受け止め、建設業界に対して に対し、汚染土壌収納容器の適正使用を

企業統治の強化や法令遵守の徹底を要請 指導したほか、建設業界へ企業統治の強

し、現場における監督体制を強化すると 化及び法令遵守の徹底等をあらためて要

ともに、不適切な行為を行った事業者を 請しているところである。

指名停止とするなど厳正な措置を講じ、 さらに、平成30年4月には、同事務所

再発防止に万全を期すべきである。 の組織を大幅に見直し、監督体制の強化

を図っている。

引き続き、除染事業の適切な実施及び

再発防止に努めてまいりたい。
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別図表0-3 放射性物質汚染対処特措法3事業等の実施状況等に関する主な検査報告掲記事
項等

検査報告等 件名等

会計検査院法第30条の2 「東日本大震災に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物
の規定に基づく報告 質による環境汚染に対する除染について」
（平成25年10月報告）

平成27年度決算検査報 「中間貯蔵施設予定地内におけるスクリーニング施設等の築造工事の
告 実施に当たり、柱脚部の施工が設計と相違していて、工事の目的を達

していなかったもの」（不当事項）

「除染事業等の実施に当たり、除染仮置場の造成工事における基礎地
盤の沈下を考慮した設計方法や、除染仮置場等の囲い柵の設計風速等
について現地の状況を踏まえた設計基準を策定することなどにより、
除去土壌等が適切に保管されるよう適宜の処置を要求し及び是正改善
の処置を求めたもの」（意見を表示し又は処置を要求した事項）

平成28年度決算検査報 「除染作業等に係る事業費の算定が実際の作業量に基づいていなかっ
告 たため、補助金が過大に交付されていたもの」（不当事項）

「除染作業に係る事業費の算定を誤っていたため、補助金が過大に交
付されていたもの」（不当事項）

「除染事業等の実施に当たり、除染工事等に係る工事費の積算が工事
規模の実態に即したものとなるよう、実態調査を行うなどして適切な
共通仮設費率及び現場管理費率を設定するとともに、事業の実施主体
に対してこれを周知するよう是正改善の処置を求めたもの」（意見を
表示し又は処置を要求した事項）

平成30年度決算検査報 「廃棄物処理施設において使用する冷却用水の調達に当たり、調達費
告 用を適切なものとするよう改善させたもの」（本院の指摘に基づき当

局において改善の処置を講じた事項）

「除染工事等において使用する大型土のうの材料費の積算に当たり、
特別調査を活用することにより市場価格を把握して、経済的な積算を
行うよう改善させたもの」（本院の指摘に基づき当局において改善の
処置を講じた事項）

会計検査院法第30条の3 「福島第一原子力発電所事故に伴い放射性物質に汚染された廃棄物及
の規定に基づく報告 び除去土壌等の処理状況等に関する会計検査の結果について」
（令和3年5月報告）

令和2年度決算検査報告 「放射線量低減対策特別緊急事業費補助金の補助対象事業費に補助の
対象とならない費用を含めていたもの」（不当事項）
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別図表1-1 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る国の予算の執行額（平成23年
度～令和3年度）

（単位：億円）

(注) 法務、財務、文部科学、厚生労働、農林水産、国土交通、防衛各省

環境省執行
環境省以外執行
（注）

平成23年度 30 - 726 757

    24年度 843 - 1053 1897

    25年度 2053 - 2828 4881

    26年度 2887 12 1406 4305

    27年度 3888 16 2478 6383

    28年度 5736 13 4261 1兆0010

    29年度 4634 13 1245 5893

    30年度 3460 - 477 3937

令和元年度 3352 0 501 3854

     2年度 7154 - 10 7165

     3年度 2503 - 10 2513

計 3兆6543 55 1兆5001 5兆1600

構成比(％) 70.8 0.1 29.1 100.0

年度
国直轄事業

国庫補助事業 計
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別図表1-2 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る環境省の国直轄事業の契約件数及び
当初契約金額の推移（平成28年4月～令和3年9月）

発注主体 事業区分 項目
平成

28年度
29年度 30年度

令和
元年度

2年度 3年度 計

契約件数(件) 11 9 11 9 6 6 52

当初契約金額（百万円） 415 346 277 230 162 134 1,567

契約件数(件) 24 21 9 6 4 3 67

当初契約金額（百万円） 4,551 4,367 3,604 1,281 651 1,408 15,865

契約件数(件) 8 7 4 5 3 3 30

当初契約金額（百万円） 5,342 7,913 14,990 14,054 14,302 13,904 70,506

契約件数(件) - 1 1 1 1 - 4

当初契約金額（百万円） - 35 43 22 23 - 123

契約件数(件) 43 38 25 21 14 12 153

当初契約金額（百万円） 10,308 12,663 18,915 15,588 15,140 15,447 88,064

契約件数(件) 5 5 5 3 3 3 24

当初契約金額（百万円） 30 29 21 20 50 21 174

契約件数(件) 38 40 33 19 26 24 180

当初契約金額（百万円） 30,259 20,690 13,946 4,267 9,726 10,176 89,067

契約件数(件) 89 101 106 91 72 63 522

当初契約金額（百万円） 115,026 142,672 245,887 54,483 33,111 265,404 856,585

契約件数(件) 32 33 39 32 50 27 213

当初契約金額（百万円） 41,913 196,120 166,366 22,137 230,909 4,453 661,902

契約件数(件) - 8 17 14 12 18 69

当初契約金額（百万円） - 28,405 35,276 47,983 25,473 20,258 157,396

契約件数(件) 159 182 195 156 160 132 984

当初契約金額（百万円） 187,200 387,888 461,477 128,872 299,220 300,292 1,764,952

契約件数(件) 21 9 5 5 4 8 52

当初契約金額（百万円） 278 334 32 28 18 120 812

契約件数(件) 49 49 44 28 32 30 232

当初契約金額（百万円） 30,675 21,036 14,223 4,498 9,889 10,311 90,635

契約件数(件) 139 136 125 105 83 77 665

当初契約金額（百万円） 119,887 147,403 249,546 55,814 33,832 266,954 873,438

契約件数(件) 40 40 43 37 53 30 243

当初契約金額（百万円） 47,256 204,033 181,357 36,192 245,211 18,357 732,408

契約件数(件) - 9 18 15 13 18 73

当初契約金額（百万円） - 28,441 35,319 48,005 25,497 20,258 157,520

契約件数(件) 228 234 230 185 181 155 1,213

当初契約金額（百万円） 197,818 400,915 480,447 144,510 314,430 315,881 1,854,003

環境本省

除染事業

汚染廃棄物処
理事業

中間貯蔵施設
事業

特定復興再生
拠点区域事業

計

計

除染事業

汚染廃棄物処
理事業

中間貯蔵施設
事業

特定復興再生
拠点区域事業

合計

東北地方環
境事務所

汚染廃棄物処
理事業

特定復興再生
拠点区域事業

計

関東地方環
境事務所

汚染廃棄物処
理事業

福島事務所

除染事業

汚染廃棄物処
理事業

中間貯蔵施設
事業
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別図表1-3 契約方式別の契約状況（平成28年4月～令和3年9月）

注(1) 括弧内は、一般競争契約と随意契約の計に占める割合（％）を表している。

注(2) 括弧内は、随意契約に占める割合（％）を表している。

企画競争又
は公募を経
ない契約
注(2)

企画競争又
は公募を経
た契約
注(2)

不落随意契約
注(2)

契約件数(件） 177 3 - 3 - 180

(98.3) (1.7) - (100.0) - (100.0)

当初契約金額 87,361 1,706 - 1,706 - 89,067

（百万円） (98.1) (1.9) - (100.0) - (100.0)

契約件数(件） 354 168 155 3 10 522

(67.8) (32.2) (92.3) (1.8) (6.0) (100.0)

当初契約金額 237,835 618,750 614,926 229 3,594 856,585
（百万円） (27.8) (72.2) (99.4) (0.0) (0.6) (100.0)

契約件数(件） 135 78 61 17 - 213

(63.4) (36.6) (78.2) (21.8) - (100.0)

当初契約金額 453,971 207,930 201,883 6,046 - 661,902
（百万円） (68.6) (31.4) (97.1) (2.9) - (100.0)

契約件数(件） 69 - - - - 69

(100.0) - - - - (100.0)

当初契約金額 157,396 - - - - 157,396

（百万円） (100.0) - - - - (100.0)

契約件数(件） 735 249 216 23 10 984

(74.7) (25.3) (86.7) (9.2) (4.0) (100.0)

当初契約金額 936,565 828,386 816,810 7,981 3,594 1,764,952

（百万円） (53.1) (46.9) (98.6) (1.0) (0.4) (100.0)

除染事業

汚染廃棄物処
理事業

中間貯蔵施設
事業

特定復興再生
拠点区域事業

計

計事業区分 項目
随意契約
注(1)

一般競争契約
注(1)
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別図表1-4 事業区分別の契約状況の推移（平成28年4月～令和3年9月）

事業
区分

平成
28年度

29年度 30年度
令和

元年度
2年度 3年度 計

37 40 32 19 25 24 177

29,433 20,690 13,419 4,267 9,373 10,176 87,361

64.9 32.5 50.0 52.6 56.0 41.7 49.2

88.6 89.4 89.6 91.4 89.8 86.9 89.2

1者応札 94.5 94.9 95.5 93.3 94.9 89.5 94.1
複数応札 77.9 86.7 83.7 89.4 83.5 85.0 84.5

74 76 57 60 49 38 354
78,238 76,600 18,425 21,889 11,697 30,983 237,835

44.6 39.5 50.9 50.0 53.1 65.8 48.9

85.1 84.2 84.9 85.3 87.8 84.4 85.2

1者応札 93.2 92.8 94.3 94.2 95.7 95.6 94.2
複数応札 78.7 78.6 75.1 76.4 78.9 63.1 76.6

20 21 23 20 32 19 135

33,751 190,701 132,014 18,223 75,962 3,318 453,971

40.0 23.8 47.8 70.0 53.1 84.2 52.6

89.8 90.7 92.6 94.3 92.4 91.8 92.0

1者応札 95.9 92.5 96.1 95.9 96.3 97.1 96.1

複数応札 85.7 90.1 89.4 90.4 88.0 63.6 87.4

- 8 17 14 12 18 69

- 28,405 35,276 47,983 25,473 20,258 157,396

- 50.0 35.3 71.4 58.3 22.2 44.9

- 91.8 93.5 95.3 90.4 79.8 89.6

1者応札 - 96.9 97.1 96.6 93.8 86.4 94.8

複数応札 - 86.7 91.5 92.1 85.6 78.0 85.3

131 145 129 113 118 99 735

141,424 316,398 199,135 92,363 122,507 64,737 936,565

49.6 35.9 48.1 56.6 54.2 55.6 49.3

86.8 87.0 88.6 89.2 89.7 85.6 87.8

1者応札 94.0 93.6 95.2 94.8 95.5 94.2 94.6

複数応札 79.8 83.3 82.4 81.8 83.0 74.8 81.3

1者応札率(％)

平均落札率(％)

1者応札率(％)

平均落札率(％)

契約件数(件)

当初契約金額(百万円)

平均落札率(％)

契約件数(件)

当初契約金額(百万円)

平均落札率(％)

契約件数(件)

当初契約金額(百万円)

1者応札率(％)

契約件数(件)
当初契約金額(百万円)

1者応札率(％)

契約件数(件)

当初契約金額(百万円)

項目

1者応札率(％)

平均落札率(％)

除染
事業

汚染
廃棄
物処
理事
業●

中間
貯蔵
施設
事業

特定
復興
再生
拠点
区域
事業

計
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別図表1-5 事業区分別及び契約内容区分別の契約状況（平成28年4月～令和3年9月）

工事 工事
建設コ
ンサル

建設コ
ンサル

その他
業務

その他
業務

最低価
格方式

総合評
価落札
方式

最低価
格方式

総合評
価落札
方式

最低価
格方式

総合評
価落札
方式

最低価
格方式

総合評
価落札
方式

59 1 58 102 7 95 16 9 7 177 17 160

40.7 100.0 39.7 48.0 42.9 48.4 87.5 77.8 100.0 49.2 64.7 47.5

1,193 25 1,213 156 85 161 64 68 59 493 72 538

94.4 99.4 94.3 86.7 88.0 86.6 86.5 83.9 89.9 89.2 86.5 89.5

1者応札 97.6 99.4 97.6 93.6 96.8 93.4 89.7 89.5 89.9 94.1 92.4 94.3

複数応札 92.1 - 92.1 80.3 81.5 80.2 64.0 64.0 - 84.5 75.7 85.2

64 10 54 62 15 47 228 216 12 354 241 113

25.0 50.0 20.4 83.9 40.0 97.9 46.1 45.4 58.3 48.9 45.2 56.6

1,976 128 2,318 293 204 321 408 231 3,595 671 225 1,623

91.8 88.2 92.5 89.5 74.2 94.3 82.2 81.9 88.2 85.2 81.7 92.8

1者応札 96.3 96.7 96.2 94.7 89.7 95.3 93.7 93.5 96.4 94.2 93.4 95.6

複数応札 90.3 79.7 91.5 62.5 63.8 50.4 72.4 72.2 76.7 76.6 72.0 89.2

53 - 53 68 12 56 14 11 3 135 23 112

22.6 - 22.6 69.1 75.0 67.9 85.7 81.8 100.0 52.6 78.3 47.3

8,318 - 8,318 183 69 207 45 25 116 3,362 48 4,043

93.5 - 93.5 90.6 88.4 91.1 92.7 91.6 96.7 92.0 89.9 92.4

1者応札 98.1 - 98.1 95.4 98.9 94.6 96.6 96.6 96.7 96.1 97.7 95.5

複数応札 92.2 - 92.2 79.9 56.8 83.7 69.1 69.1 - 87.4 61.7 89.6

24 - 24 45 - 45 - - - 69 - 69

29.2 - 29.2 53.3 - 53.3 - - - 44.9 - 44.9

6,240 - 6,240 169 - 169 - - - 2,281 - 2,281

95.9 - 95.9 86.2 - 86.2 - - - 89.6 - 89.6

1者応札 98.6 - 98.6 93.7 - 93.7 - - - 94.8 - 94.8

複数応札 94.9 - 94.9 77.6 - 77.6 - - - 85.3 - 85.3

200 11 189 277 34 243 258 236 22 735 281 454

29.5 54.5 28.0 62.1 52.9 63.4 50.8 48.3 77.3 49.3 49.1 49.3

3,937 119 4,160 195 132 204 367 215 1,995 1,274 201 1,937

93.5 89.2 93.8 88.2 82.0 89.0 83.0 82.4 89.9 87.8 82.6 91.0

1者応札 97.5 97.1 97.5 94.4 95.5 94.3 93.5 93.5 93.8 94.6 93.9 95.0

複数応札 91.9 79.7 92.3 78.0 66.9 80.0 72.2 72.1 76.7 81.3 71.8 87.2

計
事業
区分

項目
工事契
約

建設コ
ンサル
タント
業務等
契約

その他
業務契
約

計

契約件数(件)

1者応札率(％)

平均当初契約金
額(百万円)

平均落札率(％)

特定
復興
再生
拠点
区域
事業

契約件数(件)

1者応札率(％)

平均当初契約金
額(百万円)

平均落札率(％)

中間
貯蔵
施設
事業

契約件数(件)

1者応札率(％)

平均当初契約金
額(百万円)

平均落札率(％)

汚染
廃棄
物処
理事
業

契約件数(件)

1者応札率(％)

平均当初契約金
額(百万円)

平均落札率(％)

除染
事業

契約件数(件)

1者応札率(％)

平均当初契約金
額(百万円)

平均落札率(％)
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別図表1-6 契約内容区分別の契約金額区分ごとの契約件数（平成28年4月～令和3年9月）

別図表1-7 応札者数ごとの平均落札率（平成28年4月～令和3年9月）

2 3 4 5 6～

最低価格方式 89.2 97.1 79.7 85.3 - 75.9 - - 17.4

総合評価落札方式 93.8 97.5 92.3 93.0 92.7 90.9 92.9 89.4 5.2

一般競争契約全体 93.5 97.5 91.9 92.7 92.7 89.5 92.9 89.4 5.6

最低価格方式 82.0 95.5 66.9 73.4 65.0 66.7 - 58.3 28.6

総合評価落札方式 89.0 94.3 80.0 80.3 79.5 78.5 75.5 - 14.3

一般競争契約全体 88.2 94.4 78.0 79.8 77.6 71.1 75.5 58.3 16.4

最低価格方式 82.4 93.5 72.1 74.6 68.1 75.7 77.1 49.5 21.4

総合評価落札方式 89.9 93.8 76.7 80.8 60.3 - - - 17.1

一般競争契約全体 83.0 93.5 72.2 75.0 67.9 75.7 77.1 49.5 21.3

最低価格方式 82.6 93.9 71.8 74.8 67.9 73.2 77.1 56.1 22.1

総合評価落札方式 91.0 95.0 87.2 86.0 87.8 89.7 88.6 89.4 7.8

一般競争契約全体 87.8 94.6 81.3 81.9 78.7 83.6 86.9 77.3 13.3

落札者決定方式
平均落札
率(％)

契約内容区分
(A)-(B)
(ポイン
ト)

1者応札
(A)

複数
応札
(B)

応札者数（者）

工事契約

建設コンサルタ
ント業務等契約

その他業務契約

計

176

112

16

65

162

75

17

3

109

0 50 100 150 200 250 300

その他業務契約

建設コンサルタ

ント業務等契約

工事契約

1億円未満 1億円以上10億円未満 10億円以上 あ

（件）

契
約
内
容
区
分
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別図表1-8 行政事業レビュー公開プロセスにおける審議で出された意見及び環境省の
取組

年度 対象事業 意見 左に対する環境省の取組

平成 除染事業 ①1者応札については、徹底 除染事業の除染工事では、工事期間が複数
29 的に発注規模を小さくするな 年にわたるものが多いことや一つの工事の
年度 ど、競争性を高める取組を行 施工区域が広いことから、契約の規模が大

うべき。また、その上でこれ きかったが、特定復興再生拠点区域事業の
まで除染事業を実施した経験 被災建物解体撤去等及び除染工事では、契
を踏まえて、工法や工程等の 約期間を翌年度以降にわたらないようにす
見直しを通じて予定価格の合 ることで、除染事業の除染工事に比べて契
理性を確認し、コストの削減 約の規模を小さくしている。
を行うこと。

②不正事案については、過去 第6回除染適正化推進委員会において、不
注(3)

の事案について検証を行い、 適正除染事例及び事業実施に当たっての法
事案が起こった原因を究明 令遵守等に関する報告を行い、個別事案に
し、事案が起きにくい発注方 ついて検証、原因分析及び再発防止策の整
法を抜本的に検討すべき。 理を実施した。

令和 中間貯蔵 ③入札の競争性及び公平性を 輸送から受入分別処理・貯蔵まで一つの工
元 施設事業 高めるために、やり方や説明 事で発注していた契約の業務内容を見直し
年度 の仕方に更に工夫が必要であ て、輸送工事（一般競争契約）と受入分別

るが、引き続き事業を強力に 処理・貯蔵工事（会計法第29条の3第4項に
推進すべき。 よる随意契約）を分割して発注した。

④契約ごとに価格の妥当性の 中間貯蔵施設区域内における工事の特殊性
検証を励行願いたい。 を踏まえて、予定価格の積算に当たって

は、国交省積算基準等によるほか、積算単
価に関する特別調査や見積り徴取等を行う
ことに加えて、応札者数を増やし、多くの
価格と比較することで価格の妥当性を確認
している。

3 汚染廃棄 ⑤適正な受注価格の水準を維 積算基準や積算単価の見直し・改定を行う
年度 物処理事 持できるよう価格の適正性の とともに、企業統治等のコンプライアンス

業 保証及び法令・モラルの遵守 の徹底を要請した。
を指導・徹底すること。

⑥1者応札となった契約や随 これまでの一般競争入札や企画競争の実施
意契約が非常に多いなど透明 に加えて、過去の業務成果物の積極的開示
性や効率性において改善の余 や入札公告期間の延長等に努める。
地があり、原因をよく分析
し、入札・契約方式における
競争性が確保できるように努
めるべき。

注(1) 本図表は、行政事業レビュー公開プロセス公表資料等を基に会計検査院が作成したものである。

注(2) 放射性物質汚染対処特措法3事業等のうち、平成28年度から令和3年度までの間に行政事業レビュー公

開プロセスの対象となった事業は、上記の除染事業、中間貯蔵施設事業及び汚染廃棄物処理事業である。

注(3) 受注者による除染事業の実施状況、施工管理体制等の報告を公開の場で定期的に聴取し、不適正な対

応がみられる場合には改善を求めるとともに、適正な除染の推進に資する情報を共有するために環境省

が設置した。
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別図表1-9 環境省が行っている競争参加資格等の緩和

項目 具体的な内容

ＪＶ構成員数の緩 除染工事のＪＶ構成員の数は2社又は3社としていたが、除染工事
和 では、その実施に当たり、数千人規模の多くの作業員を確保する

必要があることもあり、限られたＪＶ構成員数では作業員を確保
することが容易ではないことなどから、より多くの事業者が入札
に参加できるようにするために、平成25年3月以降、除染工事の競
争参加資格の一つであるＪＶ構成員数を5社以内に緩和した。

放射線管理責任者 平成28年6月に共通仕様書を改定し、受注者に設置を求めている除
の要件の緩和 染等作業員の放射線管理を指揮監督する放射線管理責任者の設置

要件について、放射線管理責任者を第1種放射線取扱主任者免状又
は第2種放射線取扱主任者免状を有する者から選任する場合は、受
注者との間で直接的な雇用関係にあることを求めないこととし
た。また、放射線管理責任者は他の除染工事の放射線管理責任者
との兼任を可能とした。
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別図表1-10 積算単価の適用を誤ったため、材料費が割高となっていた契約

積算
単価
(A)
（円）

左の単価が記
載されている
物価資料の年

月

積算
単価
(B)
（円）

予定価格
積算作業時
点（年月）

1
平成28年度楢葉町除染等
工事

5,400
平成
27年2月

5,350 28年2月 11,093 59,902,200 59,347,550 554,650

2
平成28年度川俣町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事

5,400 27年2月 5,350 28年2月 26,180 141,372,000 140,063,000 1,309,000

3
平成28年度南相馬市汚染
廃棄物対策地域における被
災建物等解体撤去等工事

5,400 27年2月 5,350 28年2月 87,834 474,303,600 469,911,900 4,391,700

4
平成28年度中間貯蔵に係る
保管場設置等工事（双葉
町）

5,400 27年2月 4,700 28年4月 1,604 8,661,600 7,538,800 1,122,800

5
平成28年度中間貯蔵に係る
保管場設置等工事（大熊
町）

5,400 27年2月 4,700 28年4月 5,424 29,289,600 25,492,800 3,796,800

6

平成28年度富岡町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事(そ
の２)

5,400 27年2月 4,700 28年5月 62,437 337,159,800 293,453,900 43,705,900

7
平成28年度楢葉町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事

5,400 27年2月 4,700 28年7月 48,240 260,496,000 226,728,000 33,768,000

8

平成28年度(平成27年度繰
越)浪江町汚染廃棄物対策
地域における被災建物等解
体撤去等工事

5,400 27年2月 4,700 28年7月 33,810 182,574,000 158,907,000 23,667,000

9

平成28年度浪江町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事（そ
の２）

5,400 27年2月 4,700 28年11月 39,280 212,112,000 184,616,000 27,496,000

10

平成28年度富岡町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事（そ
の５）

5,400 27年2月 4,700 28年12月 98,253 530,566,200 461,789,100 68,777,100 ○

11

平成29年度富岡町汚染廃
棄物対策地域における被災
建物等解体撤去等工事（大
型特殊建物）

5,400 27年2月 4,700 29年2月 742 4,006,800 3,487,400 519,400

414,897 2,240,443,800 2,031,335,450 209,108,350

会計検査院
修正額

(E)=(B)×（C）
（円）

差額
（D）-(E)
（円）

事
例

計

番
号

契約名

当局積算 会計検査院修正
大型土の
うの使用
数量
（C）
（袋）

当局積算額
（D）=(A)×（C）

（円）
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別図表1-11 合算調整を行うことが可能であり、合算調整により諸経費をより経済的に算
定する必要があったと認められる契約及びその低減額

注(1) 前工事（番号1、5、8、10）の工事価格は、それぞれの後工事（番号2、6、9、11）の発注時点での金

額を記載している。

注(2) 会計検査院において、国交省積算基準を参考にして試算した結果である。

注(3) 番号3及び番号4の土木工事に対しては前工事となる。

注(4) 番号4の土木工事に対しては前工事となる。

注(5) 番号7の土木工事に対しては前工事となる。

組
合
せ

番
号

種
別

年度 契約名
工事価格
（円）
注(1)

当局
諸経費算定額

(A)
（円）

会計検査院修正
諸経費算定額

(B)
（円）
注(2)

低減額
(A)-(B)
（円）

1 前工事
平成
28年
度

平成28年度葛尾村仮置
場敷鉄板撤去等工事

35,610,000

2
後工事
注(3)

29年
度

平成29年度葛尾村仮置
場敷鉄板撤去等工事

16,790,000 7,648,887 4,128,887 3,520,000

3
後工事
注(4)

30年
度

平成30年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事

10,860,000 5,049,760 3,129,760 1,920,000

4 後工事
令和
元年
度

平成31年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事

13,660,000 7,142,358 3,972,358 3,170,000

5 前工事
平成
29年
度

平成29年度葛尾村仮置
場敷鉄板撤去等工事
（その2）

9,790,000

6
後工事
注(5)

30年
度

平成30年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事（その2）

6,580,000 3,090,080 2,880,080 210,000

7 後工事
令和
元年
度

平成31年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事（その2）

7,290,000 3,867,698 2,917,698 950,000

8 前工事
平成
29年
度

平成29年度富岡町仮置
場敷鉄板撤去等工事

21,930,000

9 後工事
30年
度

平成30年度富岡町仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事

19,590,000 8,541,008 7,791,008 750,000

10 前工事
30年
度

平成30年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事（その3）

16,470,000

11 後工事
令和
元年
度

平成31年度葛尾村仮置
場敷鉄板管理・撤去等
工事（その3）

23,770,000 11,904,364 10,444,364 1,460,000

182,340,000
（後工事7件の計

98,540,000）
47,244,155 35,264,155 11,980,000計

①

②

③

④
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別図表1-12 増額変更金額区分別の契約件数、増額変更金額等の状況（平成28年4月～令和
3年9月）

1億円未満
1億円以上
5億円未満

5億円以上
10億円未満

10億円以上
50億円未満

50億円以上
100億円未満

100億円以上 計

契約件数（件） 14 14 3 11 1 - 43

増額変更金額（百万円） 661 3,563 2,574 20,529 8,629 - 35,957

平均増額変更割合（％） 90.2 75.2 100.6 93.7 118.9 - 87.6

契約件数（件） 44 16 3 10 2 1 76

増額変更金額（百万円） 1,392 3,536 2,012 20,330 12,873 19,122 59,268

平均増額変更割合（％） 87.3 173.0 126.1 133.3 238.1 69.8 116.7

契約件数（件） 12 2 1 7 2 7 31

増額変更金額（百万円） 444 630 694 17,621 11,583 199,146 230,120

平均増額変更割合（％） 139.7 134.3 139.0 122.9 48.3 121.3 125.5

契約件数（件） 2 6 2 6 3 - 19

増額変更金額（百万円） 94 1,929 1,270 14,433 20,452 - 38,180

平均増額変更割合（％） 54.5 92.7 39.2 54.2 71.5 - 67.5

契約件数（件） 72 38 9 34 8 8 169

増額変更金額（百万円） 2,593 9,659 6,551 72,914 53,538 218,269 363,527

平均増額変更割合（％） 95.7 122.3 99.7 104.4 113.3 114.9 105.4

汚染廃棄
物処理事
業

中間貯蔵
施設事業

特定復興
再生拠点
区域事業

計

増額変更金額区分

除染事業

事業区分 項目
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別図表1-13 増額変更割合が大きい契約及び増額変更理由

（注）増額変更金額が1億円以上のもののうち、増額変更割合上位10契約

年度 契約名 事業区分

当初
契約
金額
(A)

（千円）

最終
契約
金額
(B)

（千円）

増額
変更
金額

(C)=(B)-(A)
（千円）

増額
変更
割合
(C/A)
（％）

主な増額変更理由

平成
29年度

平成29年度（平成28年度
繰越）富岡町の対策地域
内廃棄物（木くず）処分
等業務（単価契約）

汚染廃棄物
処理事業

50,760 390,477 339,717 669.3 廃棄物の処理量の増加

29年度

平成29年度（平成28年度
繰越）葛尾村の対策地域
内廃棄物（片付けごみ
等）運送業務（単価契
約）

汚染廃棄物
処理事業

54,000 359,583 305,583 565.9 廃棄物の処理量の増加

28年度

平成28年度葛尾村の対策
地域内廃棄物(片付けご
み等)運送業務(単価契
約)

汚染廃棄物
処理事業

28,080 136,574 108,494 386.4 廃棄物の処理量の増加

28年度

平成28年度富岡町汚染廃
棄物対策地域における被
災建物等解体撤去等工事
（その2）

汚染廃棄物
処理事業

2,019,600 9,277,200 7,257,600 359.4 廃棄物の量の増加

令和
元年度

平成31年度南相馬市汚染
廃棄物対策地域における
被災建物等解体撤去等工
事（医療系特殊建物）

汚染廃棄物
処理事業

85,470 354,750 269,280 315.1 廃棄物の量の増加

平成
29年度

平成29年度富岡町除去土
壌等の適正管理等工事監
督支援業務

除染事業 43,524 171,828 128,304 294.8 工期の延長

28年度
平成28年度大熊町におけ
る廃棄物処理業務（減容
化処理）

汚染廃棄物
処理事業

376,481 1,452,874 1,076,392 285.9
・作業員の宿舎設置
・事業用地の拡張に伴う造成

30年度
平成30年度除去土壌再生
利用実証事業試験盛土点
検・監視等業務

中間貯蔵
施設事業

120,528 390,190 269,662 223.7 工期の延長

29年度
平成29年度中間貯蔵（大
熊2工区）土壌貯蔵施設
等工事

中間貯蔵
施設事業

30,315,600 95,414,300 65,098,700 214.7

・輸送数量確定による受入及び
分別の処理量の増加
・仮置場の搬出準備が整ったこ
とに伴って、全体輸送計画のう
ち当該工事で実施する数量が確
定したことによる増加
・特殊勤務手当の額が確定した
ことによる増額
・輸送道路の橋りょう工事の追
加

令和
元年度

平成31年度富岡町汚染廃
棄物対策地域における被
災建物等解体撤去等工事

汚染廃棄物
処理事業

2,112,000 6,545,000 4,433,000 209.9 廃棄物の量の増加
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別図表2-1 放射性物質汚染対処特措法3事業等に係る契約のうち33会社が受注した契約1
10件の事業区分別の契約件数等（平成24年4月～令和3年9月）

別図表2-2 工事を下請負に付する場合の共通仕様書に定められた要件

1-1-14 工事の下請負

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなけれ

ばならない。

① 受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであるこ

と。

② 下受注者が環境省の工事指名競争参加資格者である場合には、営業停止または
(補注)

指名停止期間中でないこと。

③ 下受注者は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）の適用を受けない個人事

業主でないこと。

④ 下受注者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。

（補注）下受注者 下請業者のこと

契約
件数
(件)

当初契約金額
(百万円)

契約
件数
(件)

当初契約金額
(百万円)

契約
件数
(件)

当初契約金額
(百万円)

除染事業 10 192,877 5 2,885 15 195,762

汚染廃棄物処理事業 32 73,068 30 102,526 62 175,594

中間貯蔵施設事業 19 280,341 7 19,004 26 299,346

特定復興再生拠点区域事業 7 69,193 - - 7 69,193

計 68 615,480 42 124,416 110 739,896

事業区分

計ＪＶ 単体
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別図表2-3 受注者が除染工事等の実施に当たり契約図書の内容に違反した行為を行って
いた事案の概要

受注者の事業実施体制等

指名停止等の措置
監督等の仕組みの見
直し

事案の発生を受けて受注者等が
講じた措置

・受注者は、2次下請以降の下請
業者も含めた施工体制台帳を作
成して発注者に提出
・受注者は、下請業者に対して
施工計画書等に基づく作業方法
を指示

・受注者は、現場パトロールを
強化
・不法埋設された除去土壌は、
受注者負担で一時保管所に運搬

・受注者は、下請業者との契約
において法令遵守の義務を規定
・受注者は、作業員に対して廃
棄物の適切な取扱いなど事業実
施に係る指導を実施
・受注者は、作業員が施工体制
台帳に記載された下請業者に所
属していることを確認

・受注者は、除染作業の各段階
において現場確認
・不法埋設された倒木等は、受
注者負担で仮置場に運搬
・当該2次下請業者は、現場パト
ロールを強化

（事案No.2）
契約名：平成25年度南相馬市除染等工事（その2）
発注者：福島事務所　受注者：大成・五洋・日本国土・佐藤工業・三菱マテリアル特定建設工事共同企業体
契約期間：平成25年12月から28年3月まで

・契約図書では除去土壌等のう
ち倒木等は指定された仮置場に
運搬することとされていたが、
2次下請業者の作業員は、倒木
等を不法に埋設
・当該作業員は、放射性物質汚
染対処特措法違反の容疑で逮捕
及び起訴

【発覚した契機及び時期】
当該2次下請業者から受注者へ
の通報（27年2月）

【環境省】
受注者、受注者の構成
員5社、当該2次下請業
者及び当該2次下請業者
に作業方法の指示を
行っていた1次下請業者
に対して、それぞれ、6
週間の指名停止措置

【環境省】
・第4回除染適正化
推進委員会に本件事
案等を報告して事業
者に対して周知（27
年4月）
・本件契約において
委託監督員を2名増
員してパトロールを
強化（27年4月）

事案の概要　注(1)

事案の発生を受けて発注者及び環境省が講じ
た措置

（事案No.1）
契約名：第1-4号　田村市生活圏域等除染業務委託（優先地域）
発注者：福島県田村市　受注者：田村市復興事業組合
契約期間：平成25年4月から27年3月まで

・契約図書では除去土壌等は指
定された一時保管所へ運搬する
こととされていたが、1次下請
業者の協力会社の作業員は、同
協力会社の作業指揮者の指示を
受けて除去土壌を不法に埋設
・同協力会社の代表取締役及び
当該作業指揮者は放射性物質汚
染対処特措法違反の容疑で起訴

【発覚した契機及び時期】
一般国民から不適正な除染に関
する通報を受け付けるために環
境省が設置した「不適正除染
110番」への通報（26年5月）

【田村市】
・受注者の構成員1社に
対して3か月の指名停止
措置
・受注者、1次下請業者
及び1次下請業者の協力
会社に対しては措置な
し（いずれも有資格者
（注(2)）ではなかった
ため）
【環境省】
なし（受注者の構成員1
社は有資格者（注(2)）
ではなかったため。受
注者、1次下請業者及び
同協力会社はいずれも
田村市が指名停止措置
を講じていなかったた
め）

【田村市】
再発防止通知（監視
体制等の強化、構成
団体への指導徹底）
を受注者に対して発
出（26年5月）
【環境省】
田村市に対して、監
督及び検査の方法や
再発防止等について
報告を求めるととも
に、再発防止策の実
施状況の報告を行う
よう依頼（26年5
月、同年6月）
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受注者の事業実施体制等

指名停止等の措置
監督等の仕組みの見
直し

事案の発生を受けて受注者等
が講じた措置

・受注者は、下請業者との契
約において法令遵守の義務を
規定
・受注者は、2次下請以降の
下請業者も含めた施工体制台
帳を作成して発注者に提出
・受注者は、下請業者に対し
て施工計画書等に基づく作業
方法を指示

・不法投棄された除去土壌等
は、受注者負担で除去土壌等
が発生した敷地に搬入して地
下保管
・当該4次下請業者は、作業
員に対して廃棄物の適切な取
扱いに関して再教育

・受注者は、下請業者との契
約において法令遵守の義務を
規定
・受注者は、作業員に対して
廃棄物の適切な取扱いなど作
業実施に係る指導を実施
・受注者は、作業員が施工体
制台帳に記載された下請業者
に所属していることを確認

・受注者は、解体廃棄物の解
体現場にカメラを設置して解
体作業を監視する体制を構築
・不法投棄された解体廃棄物
は、受注者負担で仮置場に運
搬
・当該3次下請業者は、作業
員に対して解体廃棄物の適切
な取扱いに関して再教育

（事案No.4）
契約名：①平成29年度大熊町汚染廃棄物対策地域における被災建物等解体撤去等工事
　　　　②平成29年度大熊町汚染廃棄物対策地域における被災建物等解体撤去等工事（その２）
発注者：福島事務所　受注者：清水建設株式会社
契約期間：①平成29年4月から29年11月まで
　　　　　②29年11月から30年3月まで

・契約図書では解体廃棄物は指定
された仮置場に運搬することとさ
れていたが、1次下請業者、2次下
請業者及び3次下請業者の作業員
計3名は、解体廃棄物を解体工事
現場に不法に投棄
・当該作業員は、放射性物質汚染
対処特措法違反の容疑で起訴

【発覚した契機及び時期】
受注者への通報（30年3月）

【環境省】
・受注者、当該1次
下請業者及び当該3
次下請業者に対し
て文書による注意
・当該2次下請業者
に対しては措置な
し（有資格者（注
(2)）ではなかった
ため）

【環境省】
・再発防止通知（解
体廃棄物の適正処理
の徹底、下請業者に
対する適切な指導）
を事業者に対して発
出（30年10月）
・汚染廃棄物対策地
域における被災建物
等解体撤去等工事に
おいて、委託監督員
による不定期のパト
ロールを行うととも
に、各施工段階にお
いて委託監督員によ
る確認を実施（30年
6月）

事案の概要　注(1)

事案の発生を受けて発注者及び環境省が
講じた措置

（事案No.3）
契約名：一般住宅等除染業務委託（9-11工区）
発注者：福島県郡山市　受注者：機動・みちのく除染業務共同企業体
契約期間：平成26年10月から28年3月まで

契約図書では除去土壌等を発生し
た敷地内で保管することとされて
いたが、4次下請業者の作業員
は、除去土壌等を自社に持ち帰っ
た。その後、除去土壌等と別の廃
棄物を運搬車両に混載して、産業
廃棄物処理事業者に対して除去土
壌等が含まれていることを伝える
ことなく処分を依頼。産業廃棄物
処理事業者は、廃棄物を最終処分
場に持ち込んだところ、線量が受
入基準値を超えていたことから除
去土壌等の引き取りを拒否された
ため、除去土壌等をいわき市内に
不法に投棄

【発覚した契機及び時期】
いわき市への住民からの通報（27
年12月）

【郡山市】
措置なし（注(3)）

【環境省】
措置なし（郡山市
が指名停止措置を
講じていなかった
ため）

【郡山市】
・再発防止通知（除
去土壌等の適正な取
扱いに関する研修の
実施等依頼）を事業
者に対して発出
・本件を把握した時
点で郡山市による除
染工事の発注は完了
していて今後発注す
る予定はないとし
て、受注者に対して
再発防止策を求めて
いなかった。
【環境省】
郡山市に対して、監
督、検査の方法や再
発防止等について報
告を求めるととも
に、再発防止策の実
施状況の報告を行う
よう依頼（28年7
月）
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注(1) 事案の概要は、除染適正化推進委員会資料、受注者が発注者に対して提出した報告書等を基に記述し

ている。

注(2) 有資格者とは、発注者の規程において指名停止等の措置を行う要件とされている工事競争参加有資格

者等を表している。

注(3) 郡山市は、除染事業の実施に当たって施工業者を広く募る必要があり、指名競争入札参加登録制度の

登録業者であることを参加要件としていなかったことから、不適切な事態が発生した場合の処分に際し

て「郡山市工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」（平成13年4月制定）を適用しなかったとして

いる。

受注者の事業実施体制等

指名停止等の措置
監督等の仕組みの見
直し

事案の発生を受けて受注者等が
講じた措置

・受注者は、下請業者との契約
において法令遵守の義務を規定
・受注者は、作業員に対して廃
棄物の適切な取扱いなど事業実
施に係る指導を実施
・受注者は、作業員が施工体制
台帳に記載された下請業者に所
属していることを確認

・受注者は、解体廃棄物の運搬
車両に走行履歴を記録する装置
を搭載して目的地以外への立ち
寄りを監視
・不法投棄された解体廃棄物
は、受注者負担で仮置場に運搬

事案の概要　注(1)

事案の発生を受けて発注者及び環境省が講
じた措置

（事案No.5）
契約名：平成29年度富岡町汚染廃棄物対策地域における被災建物等解体撤去等工事（その2）
発注者：福島事務所　受注者：鹿島・三井住友・飛島特定建設工事共同企業体
契約期間：平成29年12月から31年3月まで

・契約図書では解体廃棄物は指定
された仮置場に運搬することとさ
れていたが、1次下請業者の作業員
は、解体廃棄物を不法に投棄
・当該作業員は放射性物質汚染対
処特措法違反の容疑で書類送致

【発覚した契機及び時期】
当該1次下請業者から相談を受けた
弁護士が受注者に相談（令和元年5
月）

【環境省】
・受注者の構成員3社
に対して文書による
注意
・当該1次下請業者に
対しては措置なし
（有資格者（注(2)）
ではなかったため）

【環境省】
なし
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別図表2-4 受注者が発注者に対して費用を過大に請求していた事案の概要

指名停止等の措置
監督等の仕組みの見直
し

受注者が、2次下請業者
及び3次下請業者からの
報告に偽装があることに
気付かずに、発注者に対
して、竹林間伐工の費用
を過大に請求

【発覚した契機及び時
期】
発注者への通報（28年11
月）

職員によ
る書類確
認、検査
等のほ
か、除染
監理員に
よる現場
管理、書
類検査等
を実施

【福島市】
・受注者及び受注者の構
成員3社に対して3か月の
指名停止措置
・当該2次下請業者及び当
該3次下請業者並びにこれ
らの下請業者に作業方法
の指示を行っていた1次下
請業者に対しては措置な
し（いずれも有資格者
（注(2)）ではなかったた
め）
【環境省】
・受注者の構成員3社に対
して2か月の指名停止措置
・当該2次下請業者及び当
該3次下請業者並びにこれ
らの下請業者に作業方法
の指示を行っていた1次下
請業者に対しては措置な
し（いずれも福島市が指
名停止措置を講じていな
かったため）

【福島市】
・除染事業受注者に社
内検査項目に竹林間伐
工を追加するなどして
社内検査の強化を指示
（29年6月）
・しゅん工前検査で監
督職員、除染監理員及
び除染事業受注者の3者
で現地を確認（29年6
月）
【環境省】
福島県に対して同県内
の各市町村に対する再
発防止通知（法令、契
約事項の遵守等）の発
出を依頼し、同県は再
発防止通知を発出（29
年5月）

・下請業者による除
染作業は受注者の社
員が現場を最終確認
・竹林間伐工の費用
の過大請求分（4527
万余円）を返還

・受注者の社員が下請業
者に対して宿泊費領収書
の改ざんを指示し、発注
者に対して、同領収書等
を基に宿泊費を過大に請
求
・受注者の社員は、刑法
（明治40年法律第45号）
違反の容疑で起訴

【発覚した契機及び時
期】
報道（29年6月）

受注者か
ら提出さ
れた作業
員の月別
就業者リ
ストと宿
泊費領収
書により
宿泊日数
を確認

【田村市】
受注者に対して12か月の
指名停止措置
【環境省】
受注者に対して3か月の指
名停止措置

【環境省】
再発防止通知を一般社
団法人日本建設業連合
会等に対して発出（詳
細は本文53ページ参
照）

・宿泊費の請求に当
たり、技術系社員に
よる確認に加えて事
務担当社員を配置し
て確認
・宿泊費の過大請求
分（1億0528万余円）
を返還

（事案No.7）
契約名：第1-45号　田村市生活圏域等除染業務委託（その他地域）
発注者：福島県田村市　受注者：株式会社安藤・間
契約期間：平成25年8月から27年7月まで

事案の概要　注(1)
発注者の
監督等の
状況

事案の発生を受けて発注者及び環境省が講じた措
置

事案の発生を受けて
受注者が講じた措置

（事案No.6）
契約名：松川地区（松川町下川崎字原西外）放射線除染業務委託（松川4－①）
発注者：福島県福島市　受注者：晃・古俣・ノオコー特定業務委託共同企業体
契約期間：平成26年9月から28年3月まで
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注(1) 事案の概要は、除染適正化推進委員会資料、受注者が発注者に対して提出した報告書等を基に記述し

ている。

注(2) 有資格者とは、発注者の規程において指名停止等の措置を行う要件とされている工事競争参加有資格

者等を表している。

指名停止等の措置
監督等の仕組みの見直
し

受注者が、2次下請業者
から提出された賃金台帳
に偽装があることに気付
かずに、発注者に対し
て、特殊勤務手当を請求

【発覚した契機及び時
期】
特殊勤務手当が未払と
なっていた技能実習生等
が行った記者会見（30年
3月）

受注者か
ら賃金台
帳の提示
を受けて
記載内容
を確認

【環境省】
受注者、受注者の構成
員2社、当該2次下請業
者に作業を発注してい
た1次下請業者及び当該
2次下請業者に対して、
それぞれ1か月の指名停
止措置

【環境省】
再発防止通知（法令遵
守の徹底、賃金台帳の
確認、下請業者への指
導の徹底等）を一般社
団法人日本建設業連合
会及び一般社団法人全
国建設業協会に対して
発出（30年4月）

・受注者は、当該2
次下請業者に特殊勤
務手当の未払分
（159万余円）を技
能実習生に支給させ
た。
・適正な給与が支給
されているかなどの
アンケートの実施及
び相談窓口の設置

（事案No.9）
契約名：平成28年度川俣町汚染廃棄物対策地域における被災建物等解体撤去等工事
発注者：福島事務所　受注者：古俣工務店・斎藤運輸工業特定建設工事共同企業体
契約期間：平成28年4月から29年6月まで

事案の概要　注(1)
発注者の
監督等の
状況

事案の発生を受けて発注者及び環境省が講じた
措置

事案の発生を受けて
受注者が講じた措置

（事案No.8）
契約名：久之浜・大久地区除染業務委託
発注者：福島県いわき市　受注者：久之浜・大久地区除染業務委託間・水中共同企業体
契約期間：平成24年10月から26年8月まで

本文52ページ参照


